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本日は、私ども国際協力事業団分野・課題ネットワーク「教育」チームが社会開発調査部の全面的

な協力の下で実施いたしますシンポジウム「基礎教育協力の新しい潮流−援助の総合化に向けた取り

組み」にお越しいただき、誠にありがとうございます。私は、同教育チームの事務局を務めておりま

す佐久間と申します。本日の司会進行をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。

この分野・課題ネットワーク「教育」チームと申しますのは、すでにご存知の方もいらっしゃるか

と思いますが、JICA における教育協力の経験や知見を一元的かつ恒常的に蓄積するために、また教

育分野の情報を対外的に発信する母体となるべく、既存の部署の枠組みを超える形で昨年１月にJICA

内に設置されたものです。この１年間に、JICA の基礎教育分野の課題別指針の策定や、各種セミナ

ー・ワークショップの開催、基礎教育分野のナレッジ・マネジメントの準備作業等を進めてまいりま

した。

本シンポジウムは、私ども「教育」チームにとりましては、昨年３月に引続き、第２回目のシンポ

ジウムとなります。第１回目のシンポジウムでは、主に大学生の方を対象とし、国際協力銀行とシャ

ンティ国際ボランティア会から講師をお招きし、「基礎教育分野の国際協力の現状と展望」というテ

ーマでシンポジウムを開催させていただきました。このシンポジウムの内容に関しましては、閲覧用

の報告書を用意してありますので、関心のある方は是非ご覧いただきたいと思います。

それでは、早速本日のシンポジウムを開始いたします。まず初めに、当事業団社会開発調査部部長

の岡崎より開会のご挨拶を申し上げます。
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皆さん、おはようございます。そして、

明けましておめでとうございます。本日は早

朝から、また新年早々からこのようにたくさ

んの方々にご参加いただきました。本日のご

参加は 140 名を予定しております。12 月の

末にご案内をさせて頂いたにも関わらず、短

期間で定員となり締め切らせていただきまし

た。これも、ひとえに皆様方の高い関心がこ

のシンポジウムに寄せられているということ

であり、大変嬉しく思っております。また、

これからの教育分野に対する支援をどのよう

に考えていくかということで、本日この会場

には、若い方もたくさん参加していただいて

おり、大変心強く感じております。この場で、

今回のシンポジウムのねらいについて簡単に

述べさせていただき、私の挨拶に代えさせて

いただきたいと思います。シンポジウムのね

らいは２つございます。

１つ目は、教育開発に関心のある方々に対

して、JICAの最近の取り組みをご紹介するこ

とです。JICAは設立以来、教育分野を常に協

力の重点分野の一つとして掲げてきました。

教育、とりわけ基礎教育分野は途上国の重要

課題であり、援助の中でも常に上位を占める

役割を担うと考えられてきました。その意味

で、JICAが基礎教育を重点分野として考えて

いくことは当然であると思っております。そ

の一方で、JICAの協力メニューは、従来、あ

る意味では非常に限定されていました。細か

いところにつきましては、また後ほど講演者

の皆様方からご説明いただけると思います。

大きく分けると、理数科教育と学校建設の二

つを大きな軸として教育協力が進められてき

たのではないか、というようにも言えるかと

思います。

そうは言っても、特に基礎教育を取巻く課

題は非常に多様であり、総合的・複合的な対

策をとっていきませんと、問題はなかなか解

決しません。対象国・地域における教育の量

的な問題と質的な問題、この２つを改善する

ためにいろいろな課題が挙げられてきており

ました。現在も、カリキュラムの課題ですと

か、地方の教育行政の課題、あるいはコミュ

ニティ参加の課題などがあります。そういっ

た多くの要素に複合的な視野をもって取り組

んでいくことが、この基礎教育に課せられた

役割ではないかと思っております。教育セク

ター、基礎教育という一つの考え方の中には

多くの要素が入っているということ、これが

この基礎教育セクターの一つの特徴ではない

かと思っております。

このように、非常に多くの要素の改善に取

り組む必要があるのですが、JICAの取り組み

は、これまである意味で限定的にならざるを

得ませんでした。けれども、本日ご紹介する

ように、ここ２、３年の新しい流れの中で、

総合的な課題に総合的に取り組んでいこうと

いう動きが生まれてきています。そういった

ところを今回のシンポジウムでご紹介させて

いただきます。現場からの具体的な事例を通
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して新しい流れをご紹介し、皆様方からのご

意見を伺いたいということが、ねらいの１つ

目です。

もう１つのねらいは、JICAが、あるいは日

本が途上国の基礎教育の分野に今後どのよう

に取り組んでいくべきかという、これからの

基礎教育協力のあり方について、皆さんと一

緒に考えていきたいということです。そこに

は、いま JICA の中で進められている取り組

みが、これで果たしてよいのかという問題意

識もあるかと思います。議論の材料として、

午前の部で国際協力専門員から JICA 協力の

概要紹介を、そして開発コンサルタントとし

て現場で参加されているお２人から、先進的

な協力の事例紹介をしていただきます。これ

らを踏まえて、午後のパネルディスカッショ

ンでは、教育アドバイザーとしてご支援をい

ただいております大学の先生方にもパネリス

トとしてご参加いただき、今後の教育協力の

あり方についてディスカッションをしていき

たいと思っております。その際には、会場の

皆様方からのご意見、ご質問などもいただい

た上で、今後、より良い教育協力ができるこ

とを願っております。

本日は、学生の皆様方やコンサルタントの

皆様、そして大学の研究者の方々、マスコミ

の関係の方々にもご参加いただいています。

JICAを非常によく知っていただいている方も

おられれば、これまであまりご縁がなかった

方もおられます。共通していることは、本日

お集まりの皆様は教育分野での国際協力につ

いて関心をお持ちだということだと思います。

また、日本の政府開発援助、ODA は税金で

実施されています。したがって、その実施を

担う私ども国際協力事業団も、納税者である

皆様方のお考えを踏まえた国民的な事業であ

ることを常に考えながら進めていきたいと考

えておりますので、多くのご意見をいただけ

ればと思います。

最後になりますが、今 JICA で何をしてい

るのかを知り、これからどのようにしていっ

たらよいのかを考える機会として、このシン

ポジウムで皆様方と意見交換ができれば、今

回の主催者の一人として、大変嬉しく思いま

す。終日ですので長時間になりますが、最後

までおつきあいいただき、実りのあるシンポ

ジウムにしていきたいと思います。どうぞよ

ろしくお願いいたします。
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皆さんおはようございます。朝早くから大勢

の方々にお集まりいただきまして、誠にありが

とうございます。私は、国際協力事業団の国際

協力専門員を務めております村田敏雄と申しま

す。本日は「JICA 教育セクター協力のこれま

でとこれから」という題で発表させていただき

ます。基調講演というと、何かものものしいの

ですが、私以降に発表される方々のご発表が、

できるだけ皆さんにご理解いただけるように、

導入部分の全体的な話をしてまいりたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。

本日お話いたします内容は、まず国際的な教

育開発の動向、日本における教育協力の動向、

JICA による教育協力の動向、そして今後の方

向性と課題、この順にお話をさせていただきま

す。〔配布資料１−２〕

まず「開発と教育」をめぐる 1990 年以降の

動向、世界の動きを見ていきたいと思います。

〔配布資料別添１：「国際教育協力をめぐる

1990年代の世界と日本の動向」〕

開発全般に関してですが、開発のコンセプト

が経済成長を重視する従来型の経済開発から、

人間の幸福を中心に据えた「人間開発」へと移

行するに伴い、開発における教育の重要性が高

まってきました。したがって、教育は開発の手

段というよりは、開発の目的そのものであると

いうふうに捉えられるようになってきています。

教育開発の分野については、1990 年にタイ

のジョムティエンにて「万人のための教育世界

会議」という大きな会議が開催されました。こ

こでは、基礎教育の重要性を再確認するととも

に、「すべての人に教育を（Education for All:

EFA）」という目標の達成が、世界共通の目標

であることが国際的なコンセンサスをもって承

認されました。それと同時に、その達成に向け

て各途上国が様々な施策を講じ、ドナー、NGO

などが、その支援を行うことについてのコミッ

トメントが得られています。以後、教育開発に

言及する様々な国際的なイニシアティブが見ら

れましたが、一貫して国際社会は共通の目標で

あるEFAを推進してきております。

1990 年代の半ばになると、新しい動きが見

られました。それは、教育を基礎教育あるいは

高等教育といったサブセクターに区切るのでは

なく、包括的にとらえて開発を進めていこう、

というセクター・ワイド・アプローチ（SWAP：

スワップ）といわれる動きです。これは、援助

国側、ドナー側の苦しい財政事情と、途上国に

おける援助の重複が非効率を招いているという

批判や、途上国の援助受入れに係る手続が非常

に煩雑であり、行政能力の低下を招いていると

いう批判を解消する、という背景から登場して

きたものです。

SWAPに加え、開発全体に係るものとして、

途上国の開発の究極の目的を「貧困削減」に置

き、各セクターに目配りをしながら総合的な開

発計画を立てていく貧困削減戦略書（Poverty

Reduction Strategy Paper: PRSP）というも

のが策定されています。これは、途上国のオー

ナーシップの下、ドナー、NGO、市民社会、

民間セクターなどが集まり、議論を重ねて策定

したという経緯があります。このように、国全

体の開発計画、その中での教育の位置づけ、教
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育の中でのさらなる計画、そういったものが策

定されたことにより、援助・協力は戦略性を持

って実施すべきものである、との認識が高まっ

てきました。

これと呼応するように、財政支援を強化して

いくべきではないか、という声が上がってきま

した。途上国には計画はある、実施能力もある

という判断のもと、ドナーとしては財政支援に

注力していくべきであるという考え方です。ま

た、技術協力に関して、海外から長期にわたっ

て専門家を派遣し技術移転をすることが費用対

効果の面から疑問視されており、財政支援への

移行が叫ばれています。それと共に、援助・協

力における成果を厳しく見極めていこうという

思潮も形成され、新しい形のパートナーシップ

が強化されています。〔配布資料１−３〕

こういった 1990 年以降の国際的な動向を踏

まえて、各国では様々な取り組みが行われまし

た。その結果はどうだったのかということを見

ていきたいと思います。ここでは、1990 年と

2000 年の代表的な教育指標を比較しておりま

す。これを見ますと、10年間で非識字者が8,000

万人減少したものの、未就学児童が1,300万人、

初等教育未修了児童が 5,000 万人も増加してお

ります。したがって、児童の増加に質の高い教

育の供給が追いついていかない、といった様子

がうかがえます。また、依然として女性、ある

いは女子が不利益を被っていることも明らかで

す。このように、多くの国で教育開発が顕著な

進展を見せたものの、「2000 年までにすべての

人々に教育を」といった目標は達成されておら

ず、さらなる努力が必要とされております。

今後の国際社会の方向性ですが、目標として

2000 年の「世界教育フォーラム」の中で、「ダ

カール行動の枠組み」というものが合意されま

した。その中に６つの目標があります。まず１

つ目が、就学前教育の拡大と改善。２つ目が、

2015 年までに初等教育の完全就学と修了を目

指すということ。３つ目に、成年と成人の学習

ニーズを充足するということ。４つ目に、2015

年までに、識字水準の 50％を改善するという

こと。５つ目に、2005 年までに初中等教育の

男女格差を解消し、2015 年までに、すべての

教育レベルにおける男女平等を達成すること。

最後に、識字・計算能力、生活技能に関する質

の改善です。なお、２番目の目標と５番目の目

標に関しては、「ミレニアム開発目標」として

も採用されております。〔配布資料１−５〕

次に、別添１の右側、日本の動きについて見

ていきたいと思います。表によれば、国際的な

教育開発のイニシアティブに呼応する形で、日

本においても教育協力のあり方を各機関が、さ

まざまに模索してきた様子がうかがえます。そ

れらの内容を詳しく見ていきますと、主に政策

あるいは戦略レベルにおいて、次のような変化

を志向してきたということが言えます。

まず第１に、教育協力における重点分野の変

化、すなわち「高等教育」あるいは「職業訓練」

といった、従来力点を置いていた分野から「基

礎教育」分野へのシフト、という変化が見られ

ます。

そして、バランスのとれた教育協力への志向。

これまでは小学校建設が圧倒的に多かったわけ

ですが、そのようなハード面での支援から、ソ

フト面へ重点を移行していき、最終的にバラン

スのとれた協力を行っていこうということです。

３つ目が、適当な言葉が見つかりませんでし

たので、「プロジェクト・マネジメントの強化」

とここでは述べていますが、要は期間や教育目

標を明確にすることと、成果を重視していくと

いうことです。

最後に、援助協調の推進ということで、国内

で言えばオールジャパンとして、どうやって実
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施体制を組み、どのような協力を行っていくの

かということをしっかり議論しましょうという

こと。また、国際的には連携可能な他のドナー

と協調しながら、効果的・効率的な教育協力を

進めていきましょう、といったことです。〔配

布資料１−６〕

基礎教育分野における JICA の教育協力の傾

向について、別添２：「基礎教育関係案件リス

ト（代表事例）」を見ていきたいと思います。

小学校建設を中心とする無償資金協力を除くと、

圧倒的に理数科教育改善を目的とするプロジェ

クト型の援助が多く、目立っています。ソフト

分野でのプロジェクト型援助が始まったのが

1994 年で、フィリピンの事例が最初です。こ

れ以前、すでに 1990 年から基礎教育分野での

協力を模索する動きというのはあったのですが、

やはり基礎教育分野に本当に注力していってい

いのかという議論が日本国内にもありましたの

で、実施については 90 年半ばになってしまっ

たということが言えるかと思います。この理数

科教育改善を目的とするプロジェクト型の援助

ですが、理数科という看板を掲げながらも、そ

の内実は研修システムの整備であったり、カリ

キュラム改善、教育方法、教材等の開発・普及、

あるいは評価方法の導入など、総合的な取り組

みを含んでいます。

また、別添２を見て言えますことは、協力対

象のサブセクターが拡大しているということで

す。圧倒的に初・中等教育が多いのですが、そ

れに加えて教育行政、就学前教育、ノンフォー

マル教育などをカバーする協力も出現してきて

います。また、その内容も教育情報の整備、教

育計画の策定支援、各種実証調査、そしてキャ

パシティビルディングなど、多岐にわたってお

り、協力アプローチが多様化していることが窺

えます。さらには、より効果的・効率的な教育

協力を目指すべく、協力の視点の移行、成果の

重視、協力期間の短縮化などの傾向が見てとれ

ます。〔配布資料１−７〕

では、この別添２に示されたプロジェクトが

どのようなアプローチを用いているのか、別添

３：「基礎教育 開発課題体系全体図」を見て

いくことにします。主にアプローチとして考え

られるのが、右端の「プロジェクト活動の例」

の部分です。ここには、JICA の実績に応じて

◎○△×という記号を記しています。◎は、比

較的実績の多い活動、○は実績のある活動、△

は、プロジェクトの１コンポーネントとして入

っていることもあるという活動、×は、実績が

ほとんどない活動となっています。ただし、こ

の活動の中には、技術協力では必ずしもカバー

できないような活動も含まれていますので、そ

の点はご了承いただければと思います。これを

見ますと、初・中等教育の質の向上を目指す活

動以外は、実績が多いとは言えません。

さらに、これを各アプローチのカバー率とし

て数値化を試みました。なお、事例数のカウン

トの仕方については、ここで事例数として記述

していますが、事例数イコールプロジェクト、

案件数ではないということをご了承いただけれ

ばと思います。表の数値からは、JICA の協力

というのは、やはり「初等中等教育の拡充」が

中心であり、そのカバー率も 40.4％と比較的

高いということが言えます。しかしながら、そ

れを「就学促進」と「質の向上」と２つに分け

てみた場合、カバー率は就学促進が 20.8％、

質の向上が 50.5％ということで、質の向上の

ほうでより多くのアプローチを展開している、

ということが言えるかと思います。就学促進と

いうのは、主にハードの整備です。学校建設を

中心とするハードの整備が中心で、学習環境の

整備は、アプローチの中のわずかな部分をカバ

ーするにすぎない、ということが言えます。一
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方、理数科教育改善という形で行っております

プロジェクト、その中身は非常に多様なアプロ

ーチを試みているということが、この結果から

も推察できます。

「教育格差の是正」の「男女格差の是正」の

部分ですが、事例数が45と多くなっています。

この理由は、学校建設を行う際、設計に際して

トイレを造る、あるいは女子トイレの側を、先

生から目の届く位置に持ってくるとか、そうい

った細かい配慮をしているということで、男女

格差の是正のところに入れております。したが

って、ソフト分野で行っている協力ということ

ではありません。

「教育マネジメントの改善」の「政治的コミ

ットメントの確立」についてカバー率が高くな

っていますが、これに関しては事例も少ないの

ですが、ほぼすべてのプロジェクトに援助協調

への配慮が組み込まれておりますので、必然的

に多くなっているということです。必ずしも直

接的に政治的コミットメントを確立するという

ことに貢献しているわけではないということを

ご了承いただきたいと思います。

以上のような考察により、JICA は初・中等

教育の質の向上を中心とする協力を、理数科教

育改善プロジェクトを中心に行ってまいりまし

たが、これ以外の協力については、まだ発展途

上の段階にある、ということが言えます。〔配

布資料１−８〕

次に、今後 JICA の協力がどうなっていくの

かを見ていきたいと思います。その上で、どん

なところに力点を置いているのかを簡単にご説

明いたします。

JICA では、初・中等教育の量的拡充と質の

向上は引続き重視していきたいと思っています。

そして、様々な教育格差が存在しますが、そ

の中でも特にジェンダーギャップに焦点を当て

て協力を行っていきたいと考えています。先ほ

ど、世界の大きな流れの中で 1990 年と 2000

年の教育手法を比較しましたが、その中で依然

として改善されず、大きな問題として残ってい

るのは女子の問題です。

また、新たな取り組みとして、ノンフォーマ

ル教育を推進していきたいと思っています。必

ずしも JICA の中には、ノンフォーマル教育に

関するノウハウが蓄積されているわけではあり

ません。したがって、ノウハウをお持ちのNGO

の方々、あるいは市民社会の方々と一緒に、途

上国のノンフォーマル教育分野の協力を推進し

ていきたいと考えています。

さらに、協力効果を高めるとともに、自立発

展を促すために不可欠な教育マネジメントにつ

いても、積極的に働きかけを行っていきたいと

思っています。〔配布資料１−９〕

今後の方向性ですが、私の希望も込めて、あ

えて私見という形で述べさせていただきます。

まずは、技術協力に対する批判があることは確

かなのですが、しかしながら我が国の協力で、

「共に考え、共に行動する」という専門家の現

場の姿勢が、非常に好感を持って現地で受け止

められています。したがって、広い範囲をカバ

ーできるわけではないので協力効果は限定的に

ならざるを得ませんが、やはり技術協力という

のは不可欠なものだと考えます。この「共に考

え、共に行動する」という協力姿勢を堅持しな

がら、技術協力の有用性を世界にアピールして

いく、というのが JICA の方向性であってほし

いと願っております。

それから、相手国の教育開発段階に即した教

育協力の実現です。すでに初等教育への就学の

問題は、多くの途上国にて解決されてきており、

問題は初等教育の質、あるいは中等教育へのア

クセスに移行しております。したがって、それ

ぞれの国の教育開発の発展段階に応じて協力内
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容を変えていく必要が出てきており、これを戦

略的に行っていくべきだと思います。

教育協力というのは、短期的には効果が出に

くい協力ですので、中長期的な取り組みが必要

となります。しかしながら、のんべんだらりと

長く協力していけばよいというものではなく、

フェーズごとに区切り、その折々に、共に批判

的にその成果を考察しながら取り進めていく必

要があると思います。場合によっては、効果が

上がらなければ協力をストップしてしまう、と

いうことも必要かと思います。

また、本日の大きなテーマにも関係するかと

思いますが、複雑な背景をもつ教育分野での協

力には、多面的なアプローチが必要になるかと

思います。

そして、利用可能なあらゆるリソースの動員

です。一般に、日本の ODA はスキームによっ

て区切られていますが、スキームを超えた形で、

すべてのリソースを使って協力していくという

ことが必要です。スキームに内在する各種の制

限も打破しながら、使えるものは何でも使うこ

とです。実は、現地、途上国の国内には、非常

に優れた人材が眠っていたり、あるいは非常に

有用な情報が散在していたりという状況があり

ますので、これらを掘り起こしながら積極的に

活用していく、といった姿勢が望まれます。

さらに、最近よく言われておりますが、日本

自身の教育開発の経験とこれまでの教育協力の

経験を積極的に活用することです。もちろん、

そのままでは使えないものに関しては、使える

ように応用していくといった工夫が必要となり

ます。

後ほど豊間根さんと石田さんが、それぞれイ

ンドネシアとマラウイの例をお話になりますの

で、それとダブらないように、私が考える今後

の方向性として良いのではないかという案件を

１つだけご紹介いたします。

それはミャンマーに対する教育協力です。

1990年の後半から、短期専門家が理科の復活、

地理と歴史を併せて社会という科目の創設、総

合学習の導入、この３つを提案し、教育省に受

け入れられました。しかしながら、教育省には

そのノウハウがないことから、日本に再度協力

を要請し、2001 年３月から 2002 年９月にか

けて「基礎教育改善計画調査」という開発調査

が実施されました。目的は、児童中心型の学習

の実現であります。児童中心型学習というのは、

一般に日本の学校教育で行われているような児

童を授業の主役とする教育のあり方のことです。

調査は３つのコンポーネントから成り、コン

ポーネント A として教員用指導書のモデルを

開発します。コンポーネント B は教員養成校

の教育・研修機能強化方策の提案。コンポーネ

ント C は、ハード面ですが、小学校整備計画

策定への支援となっていました。

これらの１年半の協力を経て、現在どうなっ

ているかというと、目的は児童中心型学習の実

現ということで変わらないのですが、コンポー

ネント A に関しては、開発調査を延長し、教

員指導書の完成を目指しています。コンポーネ

ント B に関しては、技術教育プロジェクトと

して、2003 年 10 月を目途に、新しいプロジ

ェクトを開始します。その目的は、基礎教育リ

ソース開発センターという新しいセンターを立

ち上げ、児童中心型学習の拠点として、その普

及・定着を図ることです。コンポーネント C

としては、すでに小学校整備計画策定への支援

の中で、パイロット事業として実施した協力の

成果を受け、すでに大使館の草の根無償を用い

て、ある地区の小学校整備を行いました。また、

今後は、技術移転した技術や知識を用いて、日

本政府に対して無償資金協力を新たに要請する

ことになっております。
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開発調査という特定のスキームでキックオフ

した内容が、比較的短い協力期間の中で、それ

ぞれ精査・検証され、現実的かつ現地ニーズに

ぴったり当てはまる形に修正されて、新たな協

力が組まれます。しかも、それはそれぞれのコ

ンポーネントがより大きくなると同時に、それ

ら３つを併せたプログラムとしても、完成度の

高いものになっています。〔配布資料１−11〕

最後に、今後の課題として、より効果的な協

力を行うためにはどんな点に注意をすべきか、

どんなことが必要かということについて述べさ

せていただきます。

まず、相手国側に対して求めることですが、

現実的な教育セクター開発戦略の策定を求めた

いと思っています。背伸びをし、無理をして大

きな目標を掲げ、目標に潰されることなく、し

っかり足元を見つめて、確実かつ着実に進めて

いけるようなセクター開発戦略を策定していた

だければと思っています。

また、より強いコミットメントを要求します。

これは政策レベルの、あるいは省庁レベルのコ

ミットメントに加えて、カウンターパート個人

にも求められるかと思います。技術を学んだら、

そのまま国外に脱出してしまうということのな

いように、あくまでもその国に踏みとどまって、

その国の教育開発を支えていくんだといった強

いコミットメントを必要としています。

教育分野は、教育分野単体だけでは成果は上

がりません。例えば HIV、エイズの蔓延によ

り、教員がバタバタと死んでいく状況では、教

員をいくら養成しても間にあわないことがあり

ます。そういった場合には保健セクターと手を

携えて、新たな方向性を探っていくことが必要

だと思います。

一方、JICA 側には、中長期的な教育セクタ

ー協力戦略の策定が必要になるかと思います。

現在、国別援助計画という形で各国にどのよう

な支援をしていこうかということが策定されて

いますが、それを踏襲した形で中長期的な見通

しを立てる必要があると思います。

また、これは手続的なものになりますが、要

請から協力実施まで約２年かかります。そうす

ると、相手側の政権が変わってしまったり、あ

るいはやる気が萎えてしまったりということも

ありますので、できるだけ要請から協力実施ま

での期間を短縮することが必要になるかと思い

ます。

それから、現実に即したプロジェクト・マネ

ジメントです。何が起こるか予想がつかない、

そういった状況でプロジェクトを開始すること

も多いため、何か起こった場合には柔軟に対応

できるようなマネジメントの仕方が重要になっ

てくるかと思います。

次に、これは国際的に問題になっていますが、

常に援助機関が行うプロジェクトはパイロット

で、全国普及は相手国の責任でやってください

という形にしています。そうではなくて、普及

のためにはどんな手法が考えられるのか、積極

的に提言していくことが必要かと思います。

最後に、教育協力経験の蓄積とその積極的活

用を図るために、ナレッジベースのさらなる整

備を進めていく必要があると思います。〔配布

資料１−12〕

時間をオーバーしてしまいましたが、私の発

表は以上とさせていただきます。ご清聴ありが

とうございました。
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豊豊豊豊間間間間根根根根 則則則則道道道道

おはようございます。国際開発センターの豊

間根と申します。今日は、「REDIP から学ぶ」

というタイトルで、私が総括として係わってま

いりましたインドネシアのプロジェクトについ

て、あらましをご紹介したいと思います。お手

元に資料が２種類いっているかと思いますが、

詳しくはそちらのほうに書いてありますので、

是非ご参照ください。正式な名称は、ここにあ

りますとおり「インドネシア国地域教育開発支

援調査」というものです。今現在フェーズ２に

入っています。フェーズ１は、1999 年の３月

から 2001 年の 10 月までのおよそ２年半で、

引続き昨年の１月からフェーズ２に入っていま

す。こちらは、足かけ３年やることになってい

ます。

この左下に見えておりますのが、フェーズ２

で用いている公式のロゴと公式の標語です。ロ

ゴのほうはさておき、標語は、公募をして、約

200 件の応募があった中から選んだものです。

「Sekolah Kami, Masa Depan Kami」と書い

てありますが、これはインドネシア語で、「私

たちの学校、私たちの未来」というものです。

こういうこともやりながらいま、フェーズ２を

進めております。簡単にご紹介をしてまいりま

す。〔配布資料２−１〕

まず、このプロジェクトがどこで行われてい

るかをお話します。インドネシアの地図があり

ますが、ジャカルタが赤い丸で示してあります。

２カ所で実施しており、１つはスラウェシの北

の端にあります北スラウェシ州、もう１カ所が

ジャワの真ん中にあります中部ジャワ州です。

一言だけ申しますと、北スラウェシ州は、イン

ドネシアの中では比較的にキリスト教徒の多い

地域、中部ジャワ州は、ほぼ 100％イスラム教

徒の州です。この違いが実はいろいろ影響して

くるのですが、本日は時間がありませんので詳

しくは申し上げません。〔配布資料２−２〕

第１フェーズのことを REDIP１と呼んでい

ますが、REDIP１で何をしたか、単刀直入に

お話したいと思います。まず、REDIP１では、

パイロット事業をするための郡を選びました。

これは、今申し上げた２つの州から、さらに７

つの県を選び、その７つの県の中からさらに15

の郡をパイロットとして選びました。その中の

約 150 校すべての中学校を対象にして、様々

なパイロット事業を展開しました。期間は約１

年、実質８カ月というところです。そのパイロ

ット事業をやる前と後のサーベイでデータを押

さえて、前後の比較を定量的に行いました。そ

の結果、一体どのような介入が効果的かを見出

して、それを後にできれば全国に展開していこ

うという趣旨で行われたものです。〔配布資料

２−３〕

この REDIP１のコアに当たるパイロット事

業で何をやったかというと、実は２種類のパイ

ロット事業を行いました。最初の「コンポーネ

ント A」と我々が呼んでいたものですが、こち

らは郡を対象にしたパイロット事業です。それ

ぞれの 15 の郡で、「中学校開発委員会」と呼ば

れるものを新しく作ってもらいました。これは

「必修」と書いてありますが、すべてのパイロ

ット郡で共通にやってもらったものです。

もう１つのパイロット事業は、学校を対象に
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したものです。150 校余りありますが、その１

つ１つについて様々な事業をやってもらったの

ですが、ただ、この REDIP１は、実験という

性格もあったために、実はそれぞれの学校でや

ってもらうことをあらかじめ決めました。用意

した５種類のメニューの中から１つを、学校単

位ではなく、郡単位で選んでもらいました。で

すから、15 ある郡中の学校は全部同じメニュ

ーを統一して実施するというスタイルをとった

のです。

どのようなメニューかといいますと、１番目

が「校長先生のための問題解決研修」、校長先

生を対象にしたものです。２番目は、先生を対

象にした「教科研究会の活性化」です。３番目

は、これはどこの国でもそうですが、教科書が

足りないものですから、「教科書を配布する」

というメニューです。ただ、インドネシアの場

合、教科書は日本と違って学校の備品です。個

人には配られない。したがって、下手をします

とせっかく教科書を必要分配っても、１年後、

２年後には、半分くらいなくなってしまうとい

う実態があります。配るだけではなくて、教科

書の管理をどう改善するかについても一緒にや

ってもらったわけです。４番目は保護者会、父

母に向けてのメニュー、活動をやってもらいま

した。最後のメニューが「学校補助金」です。

これは、特に使途を定めず、それぞれの学校が

やりたいと思うことを自由にやってもらうため

の補助金を支給する、そういうメニューでした。

この５つのメニューを 15 のパイロット郡で行

ったわけです。〔配布資料２−４〕

次に、どのような仕組みでこのパイロットを

やったかについてお話します。実はここに書き

ましたのは現在行っているフェーズ２の体制で、

フェーズ１とは若干違うのですが、基本的に同

じですので、これに従ってご説明します。

左側「１年目」を見てください。この仕組み

のポイントは２つあります。１つは、パイロッ

ト事業の中身は、我々は一切指定しませんでし

た。メニューまでは決めましたが、具体的に何

をやるかは個々の学校、および各郡に作っても

らった中学校開発委員会、TPK（テーペーカー）

とインドネシア語で呼んでいる組織に自由に考

えてもらったわけです。その中身をプロポーザ

ルとして出してもらい、我々が審査をして認め

たものについて予算を付けるというやり方です。

それが１つめの特徴です。

２つめのポイントは、必要な予算を我々のプ

ロジェクトオフィスから直に各郡および学校に

配ったことです。インドネシアの場合、世銀な

どのプロジェクトでは、この予算は必ず中央か

ら州、県という行政のルートを通って流れてい

きますが、それを敢えてとらなかったのです。

直にお金が渡るようにしたというのがもう１つ

の特徴です。

基本的には、地方分権化の流れに従い、県を

主体に事業を進めてもらうように計らったわけ

ですが、フェーズ１の場合にはまだ地方分権化

前でしたので、やはり州の主導で事業が実施さ

れました。フェーズ 2 では地方分権化後であり

ますので、１年目はまだ州および国レベルの関

与が強いのですが、いよいよ今年から始まりま

す２年目では県をより主体的に立てるという意

味で、完全に最終的な権限を県に任せようと思

っています。こういう体制で今進んでいます。

次に、このパイロット事業をやった結果です

が、様々なインパクトがありました。基本的に

は、大変大きな効果があったと思います。最も

顕著だったのが、意外なことに中学校の進学者

が顕著に増えたことです。詳しいことは資料に

ありますので、是非ご覧ください。中学校へ進

学する生徒の数が何割も増えた所が多くありま
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した。

２番目は、当然のことながら、親、あるいは

住民の意識の高まりが見られました。具体的に

は、自分たちで貧しい生徒のための奨学金を設

けた郡がいくつかあります。あるいは寄付金を

ごっそりと集めた所もあります。さらに驚くべ

きことに、いくつかの学校では親の方から申し

出て、学校に払う授業料を上げてくれという所

が出てきたのです。これはもう本当に、私も予

想もしませんでしたし、校長先生もびっくりし

て感激しているというケースもいくつか出てき

ました。さらに勤労奉仕もあちこちで盛んに行

われました。

もう１つ大きなインパクトは、普通中学校と

宗教中学校の交流が初めてあったことです。こ

れはインドネシアの事情があるのでちょっとお

話をしますと、インドネシアには、実は２種類

の中学校があります。１つは普通中学校で、教

育省が管轄しています。もう１種類の中学校は

宗教中学校で、宗教省の管轄下にあります。こ

の宗教中学校は、基本的にイスラム教の教義を

教える時間がかなりカリキュラムに入っている

学校なのですが、従来管轄が違うために、この

２種類の学校は隣同士でありながらほとんど交

流がなかったのです。宗教中学校の方が、どち

らかというと格下に見られておりまして、普通

中学校からはあまり相手にされてこなかったと

いう歴史がありました。ですが、今回のこの

REDIP では、両者を完全に平等の扱いにしま

したので、この２種類の学校ではじめて校長先

生同士が話をしたり、授業を一緒にやったりと

いうことが行われ、それが大変嬉しかったとい

う話をあちこちで聞きました。それが非常に大

きな効果であったと思います。また、当然なが

ら、先生方のモティベーションが非常に高まり

ました。

一方、さほどでもないという点がいくつかあ

ります。まず、予想に反して校長先生の意識が

それほど高まらなかったということです。これ

はちょっと語弊があるのですが、この事業を行

う中で、校長先生の現実を見る目が非常に冷め

た、厳しくなったことがあります。パイロット

実施後のサーベイでは、校長先生の意識が前に

比べてかえって下がるという不思議な結果が出

てきたのですが、おそらくそれは、現実を見る

目が一層厳しくなったということの反映だろう

と私は見ています。また、残念なことに、この

パイロットの究極の目的である生徒の成績は、

さすがに８カ月という期間では短かすぎたせい

か、あまりはっきりした結果は出ませんでした。

〔配布資料２−６〕

以上、申し上げたのは全部定量的に測れるイ

ンパクトなのですが、量で測れないインパクト

もいくつかありました。まず１番目に挙げたい

のは、中学校がコミュニティに根づき始めたと

いうことです。インドネシアでは、実はまだま

だ大勢の父母の学歴は小学校卒業ぐらいなので

す。そういう親にとりましては中学校というの

は大変敷居の高い所でして、生徒が呼び出しで

も食らわない限り、親が学校へ行くということ

はほとんどないのです。しかし、この事業を通

じて、初めて親が学校に対して親近感を抱き始

めたということが、あちこちで顕著に見られま

した。

２番目に、インドネシアでは 2001 年から地

方分権化が始まりまして、それまでは国が中学

校を管轄していたのですが、その権限がすべて

県に移されました。しかし、県はそれまで中学

校を扱ったことが全くありませんので、一体ど

のように中学校をケアしたらいいのか、ほとん

どイメージがありませんでした。しかし、この

プロジェクトを通して、県のお役人が、なるほ

どこうやって中学校をケアしていけばいいのか、

といったことがだいぶ分かってきたことが、も
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う１つの大きなインパクトとして挙げられると

思います。

３番目に挙げたいのは、これは教育とはあま

り関係がないのですが、このパイロットを通じ

てインドネシアの人々が、民主主義を初めて実

習できた、ということが非常に大きなインパク

トだったと私は思っています。ご存知のとおり、

スハルト大統領が失脚して、民主主義あるいは

改革がインドネシア中を席巻したのが３年ほど

前です。改革の意気は非常に高いのですが、実

際になかなかグラスルーツのレベルまでそれが

下りていっていないのです。村レベルでのやり

方は従来通りというのが、まだまだ現実です。

しかし、この REDIP では、先ほどの郡の中学

校開発委員会あるいは学校委員会にも徹底的に

民主的な運営をしてもらいましたので、それが

非常に彼らにとっては新鮮で、かつ良い実習の

場になったということを聞きました。実際、そ

のような効果があったと思います。〔配布資料

２−７〕

このように、REDIP１は非常に大きな成果

を上げ、大変盛り上がりました。わずか８カ月

余りの実施期間であったにも関らずこのように

盛り上がったのは一体なぜだったのかというこ

とを後になって考えてみますと、盛り上がった

理由が３つあったと思います。１番目は、私は

「車の両輪方式」と呼んでいますが、郡と学校

と、２つのレベルに同時に介入したということ

が非常に良かったと思います。普通、こういう

教育プロジェクトでは、学校レベルに介入する

ことはあっても、その１つ上の郡に介入するこ

とはあまりありません。あるいは逆に、行政に

介入しますと、学校のほうはお留守になってし

まうということで、両方同時に介入して、どち

らにも活動をしてもらうというのはあまり例が

ないのです。これをやってみたことが非常に効

果があったと思います。

２番目の理由は「平等」ということです。実

は、インドネシアでは平等ということが非常に

大きな人々の関心事であるわけです。今回の

REDIP のよかった点は、この平等に非常に気

を配ったことです。平等には２つ意味がありま

すが、１つは先ほども言いましたように、イン

ドネシアにある２種類の中学校、普通中学校と

宗教中学校を平等に扱ったということ。もう１

つの平等は、全部の中学校を平等に扱ったとい

うこと。もっと言いますと、優秀校も弱小貧乏

校も、どちらも同じ扱いをしたことです。

これはどういうことかといいますと、インド

ネシアも当然、地域の中の優秀な学校があり、

そういう学校に教育プロジェクトは集中しがち

です。世銀、アジア開発銀行等のプロジェクト

も、あるいは教育省が自らやっているプロジェ

クトも、そういう優秀な成績の良い学校に対し

てお金が集中するような仕組みになっています。

これはやむを得ないところもあります。効果的

にお金を使いたい、あるいは、まずはモデルと

してやってみようという強い志向があるからで

す。しかし、我々はあえてそれをしませんでし

た。取り上げたパイロット県のすべての学校を

等しく扱う事業を行った、これが非常に良かっ

たと思います。

３番目の理由は、我々が配付したお金が彼ら

のニーズに直結していたということです。それ

はもちろんプロポーザル方式をとった結果なの

ですが、これによって彼らが一番やりたいと思

う所にお金が届いたということです。このプロ

ポーザル方式を徹底するために、実はフェーズ

１では我々が支給する補助金の金額を最初の段

階で一切決めませんでした。自分たちでやりた

いことを全く白紙の状態で自由に考えてプロポ

ーズしてくださいと頼んだのです。もちろん、

結果は天文学的数字のプロポーザルが山のよう
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に積み上がりました。何十億ルピアという大変

な金額がゾロゾロ出てきて、そのために混乱も

ありましたが、私があえてそれをやった理由は、

従来のお仕着せに慣らされている人々のイマジ

ネーションを解き放つことがまず必要だと思っ

たからです。このように彼らのイマジネーショ

ンを揺さぶって、自由にやりたい活動を出して

もらったことがフェーズ１の大きな盛り上がり

の１つの原因だったろうと思います。〔配布資

料２−８〕

ところが、フェーズ１でし残したこともあり

ます。まず、地方分権化の主役になるべき県に、

あまり主役としての役を果たしてもらえなかっ

たというのがありました。２番目に、メニュー

というのは、基本的に実験のために設けたやり

方で、学校からしますと、メニューですら予め

決められるのはおかしいわけです。基本的には、

学校補助金という使途を定めないお金に一本化

すべきなのですが、それが実験という性格上で

きませんでした。これがし残したことの２番目

です。３番目に、時間の制約があって、パイロ

ット事業をやる前の研修が不十分でした。４番

目として、実際のパイロット事業のお金の使わ

れ方の監査がやはり十分にできませんでした。

最後の２点を県に主体となってやってもらい、

実施をしていく必要があるというのが残した宿

題です。〔配布資料２−９〕

いろいろ問題もありましたが、REDIP１を

やる中で痛烈に学んだ教訓が３つあります。１

つめは、途上国の人々には能力がないとよく言

われ、私も時々そういう言い方をしますが、実

はそうではありません。人々に能力はすでにあ

るのです。ただ、彼らにそういう能力を使う機

会がこれまで与えられてこなかった、というこ

とを私は痛切に感じました。２番目は、実は人々

の間にリソースはあるのです、お金にしろ何に

しろ。それをうまく動員してくる仕組みがなか

っただけだ、ということもよく分かりました。

３番目に、供与した資金が呼び水になるという

ことです。この REDIP は、学校なり中学校開

発委員会なりにかなりの金額を与えたわけです。

お金を与えれば盛り上がって当然と思われる方

もいらっしゃると思いますが、実はそうではな

く、お金があれば必ず盛り上がるわけではあり

ません。ただ、うまく仕掛けを作れば、こうい

う形で事業にお金を与えることでさらに大きな

お金がいわば地下から湧き出てくるのです。供

与する資金がそのための呼び水になり得るとい

うことが、この REDIP ではよく分かったと思

います。〔配布資料２−10〕

この REDIP１の後を受けてフェーズ２、

REDIP２が昨年の１月から始まりました。あ

らましを説明しますと、同じ２州を対象にしま

す。ただし、県の数は４つに絞りました。郡の

数は、ほぼ倍増、33 に増やし、学校の数も合

計 262 と、ほぼ倍に増やしました。パイロッ

ト事業は、今度は２年間行います。先ほど申し

上げた宿題をここで実現し、メニューをなくし

学校補助金にすべて一本化しました。さらに、

パイロット事業２年間の間に、我々が支給する

補助金の金額が減るような仕組みになっていま

す。これは、いずれはインドネシア、特に県に

自立してやってもらうために、少しずつ JICA

が支給する予算を減らし、県の予算を増やして

いくという計らいで取られている仕組みです。

〔配布資料２−11〕

何の気なしに「フェーズ２が始まりました」

と申し上げましたが、開発調査でフェーズ２が

行われるというのは、あまり例がないことです。

フェーズ１からフェーズ２へ移るということは、

実は本来からしますとあってはならないことだ

ったのですが、なぜこのようなことが起きたか

を簡単にお話します。当初は、先ほども少しお
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話したとおり、REDIP１の実施後、それが効

果的であるということが分かれば、それを広め

るために円借款のプロジェクトに続けていこう

と考えておりました。ところが、それができな

かったのです。つまり、REDIP２が始まった

のは、端的に申しますと引き継ぐべき案件が作

れなかったという事情があったからです。なぜ

なら、タイミング悪くインドネシアが財政危機

に陥り、新しいローン案件は一切お断りという

国の方針にぶつかってしまいました。したがっ

て、当初考えていた円借款は実現せず、JBIC

だけでなく、世銀の新しいローンもいくつかキ

ャンセルされたものもありした。

では、日本の無償を使ってできないか。とこ

ろが、無償案件には困難な点が２つあるのです。

１つめは、REDIP で行ったような事業の費用

は、「投資的な経費」ではないということで、

基本的に無償の対象にならないのです。２番目、

実は無償援助を行うためには事前に政府と政府

の間で E／N、「交換公文」と呼ばれる取り決

めを交わします。それを交わす際には、何がい

くら、これがいくらというように中身がすべて

決まっていなければならないのです。というこ

とは、我々がとったプロポーザル方式はできな

いということです。したがって、無償案件にこ

の REDIP はうまく合わず実現できませんでし

た。

３番目に、それではということで、かつての

名前でプロ技（プロジェクト方式技術協力）で

はどうかといいますと、残念ながら案件数の制

約があって、インドネシアはもういっぱいです、

新しい案件はできませんと言われてしまいまし

た。さらにもう１つ、仮にできたとしても、お

そらく活動費が小さくて、考えたようなREDIP

はできなかったと思います。というような事情

で、REDIP の全国的な展開になかなかいかな

かったということです。〔配布資料２−12〕

このような経験をふまえて、教育援助をこれ

からさらに展開して行く際にどのような点に目

を向けたらいいか、３つほど私の考える点を挙

げてみたいと思います。

まず、教育援助の特徴の１つとして、先ほど

も岡崎部長のご挨拶の中で出てきましたが、や

はり「複合的」であることが、一番の特徴とし

て挙げられると思います。つまり、途上国の場

合、実は校舎、教科書、カリキュラム、教員と

いった諸々のものがすべて同時に必要なのです。

であるとすれば、教育援助はどうあるべきでし

ょうか。一番の正攻法として考えられるのは、

全部これらを同時に、国レベルでアタックする

というものです。しかし、これはなかなか難し

い。

従来とられていた方法は、それぞれを１つず

つ縦割にして、国から攻めていくやり方です。

それに対して REDIP で我々が試みたのは、そ

ういうことは一切諦めて、現場のプライオリテ

ィに合わせて、そこでできることからバラバラ

に、とにかくやっていってみようというアプロ

ーチです。こういうやり方は現場のニーズに合

うという意味ではよいのですが、制約も当然あ

ります。それが次の特徴になってきます。〔配

布資料２−13〕

特徴の２番目は、教育は特に、システムが相

手になってくるということです。これが教育援

助と、例えば橋を掛けるとか空港を造るとか、

そういう単体プロジェクトとの違いであると思

います。基本的に「システムが相手」なのです。

したがって、教育援助としてまっとうな攻め方

は、全国でシステムの改善を目指すというもの

です。これは世銀がとっているアプローチです。

世銀は基本的にシステムをよくするという案件

でなければ取り上げません。ところが、これは

なかなか相手の図体が大きいものですから、非

常に効果が限られてくる面もあります。とする
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と、今度はその対極にあるのが「一点豪華主義」

です。システムは諦めて、ある一点でいいもの

を作るというやり方です。教育の場合には、１

つの典型的な例はモデル校のアプローチですが、

これもやはり限界があって、私はこれはまずい

のではないかと思うわけです。となると、中間

レベルで何か道がないだろうかということにな

ります。つまり、国と学校の中間、地方政府レ

ベルでシステムを改善するというアプローチが

ないだろうかということです。〔配布資料２−

14〕

３番目の特徴は、REDIP をやってみて痛切

に感じたことですが、実は教育に限らないかも

しれませんが、「技術もお金も」必要なのです。

両方必要です。ポイントは、教育の場合は同じ

所にこの２つが同時に必要だということです。

技術を先にやってお金を後から、ではありませ

ん。あるいは、こちらのほうには技術をやり、

こちらのほうにお金をやる、でもないのです。

同じ所にこの２つが同時に要る。そうすると、

ローンだけでは足りないということになります。

技術がついてきません。また、日本の無償だけ

でも足りず、これも技術がついてきません。他

方、JICA の専門家の方だけでも足りない理由

は、お金がついていかないからです。したがっ

て、やり方を工夫しなければいけません。〔配

布資料２−15〕

以上のような私の経験を踏まえて、最後に多

少我田引水的なまとめをやらせていただきます

と、私は地方政府単位のボトムアップ・アプロ

ーチというものをとってみたらと考えています。

具体的には、ターゲットを地方政府にします。

その単位で、その中の「システム」を改善して

いきます。やり方は両輪方式で、学校とその外

側にある地域社会の両方に同時に介入するとい

うものです。また、プロポーザル方式で、当人

がいちばんよく知っているプライオリティに合

わせます。我々が考えるのでは駄目なのです。

当人に考えてもらうことが一番よいという信念

に基づいています。そして、やはりある程度の

事業資金は援助する必要があります。それが呼

び水になるということが REDIP では分かりま

した。最後に、お金だけでは駄目です。必ずそ

のやり方をサポートする人が同時につかなけれ

ばいけません。こういったことを同時に組み合

わせてやっていけば、非常に効果のある教育援

助が実現できるのではないかと私は考えていま

す。我々が試みた REDIP のモデルが、こうい

った新しいやり方に大変有効に役立てられるの

ではないかと考えています。〔配布資料２−

16〕以上、私の簡単な話を終わらせていただきま

す。どうもありがとうございました。
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私はコーエイ総合研究所の石田洋子と申しま

す。いまご紹介いただいたように、私どもコー

エイ総合研究所では、マラウイ国における「全

国スクールマッピング・マイクロプラニング」

というプロジェクトを 2000 年から 2002 年ま

で実施しております。本日は、そのプロジェク

トについて紹介させていただきます。

先ほど豊間根さんのほうから、インドネシア

の調査の説明がありました。これは名前からし

て非常にわかりやすいプロジェクトだったと思

います。私のプロジェクトの方は、「マラウイ

全国スクールマッピング・マイクロプラニン

グ」ということで、プロジェクト名を聞いただ

けでは何だかよくわからないという方が多いの

ではないかと思います。

マラウイ国という国も、あまり馴染みのない

国かと思いますので、マラウイ国はどんな所か

という紹介からさせていただきます。これはア

フリカ大陸南東部の内陸国です。人口は 1,000

万人強、面積は日本の大体３分の１くらいの広

さです。宗主国はイギリスで、独立以来、教育

システムとしてはイギリスの教育システムを取

り入れた形になっています。１人当たりのGDP

が 180 ドルで、これは世界的に見ても最貧国

のほうから10位以内に入っています。

この国の特出した問題点としては、平均寿命

が 39 歳であるということです。これはやはり

HIV エイズの蔓延、それが直接の死因ではな

いにしても、マラリアとか結核とか、他の病気

にかかって体力が弱まっているために、死亡率

が増加しているということが挙げられます。私

たちがこのプロジェクトで入った 2000 年のと

きには、平均寿命は 43 歳でした。当時私はち

ょうど 43 歳だったので、まさに私は平均寿命

を生きているのだなと思っていたのですが、そ

れがどんどん落ちてきて、いまは 39 歳、私の

ほうはまた２つ歳をとってしまったという状態

にあります。HIV エイズの蔓延はある程度ピ

ークは過ぎたという話もされていますが、まだ

まだ尊い人材が失われていることは確かです。

〔配布資料５−２〕

次に初等教育分野の概要です。総就学率は

115％、純就学率は 76％です。この国は、入口

では就学率は上がっていますが、初等学校に入

ってから後、質の問題として十分な教育サービ

スが提供されていないために、学校が魅力的で

ないこと、あるいは貧困の問題などが絡んで、

中退率が非常に高くなっています。その他、有

資格教員に対する児童の数は 143 人、１つの

机に対する児童の数が 38 人となっていますが、

そういった数からも同国の現状は理解していた

だけると思います。〔配布資料５−３〕

では次に、「プロジェクトの概要」を説明し

ます。先ほどから、開発調査という言葉が上が

っています。皆さんほとんどの方が開発調査と

いうのは何かということはご存知だと思います。

お手元にJICAから配られた｢INFO-KIT｣で、

開発調査とは何かという説明書があります。開

発調査という援助形態は、技術協力の一形態で
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す。従来はコンサルタントから構成される調査

団が乗り込んで、データ収集や分析を行い、対

象分野、対象地域の開発計画、あるいはプロジ

ェクトを形成するという業務内容がほとんどで

した。しかし、先ほどのインドネシアの案件や、

あるいはこの案件のように、現在はもっと技術

協力の面を強調した業務内容へと変わりつつあ

ります。開発調査の手順は、この説明書をご参

照ください。

この INFO-KIT のいちばん後ろのページに、

開発調査の流れの図が載っています。マラウイ

のものは技術協力に特化しているので、通常と

は多少体裁が違いますが、大まかな流れは、本

案件の場合 2000 年 10 月から 2002 年８月ま

で行われているので、（INFO-KIT では 19 カ

月までとなっていますが、）23 カ月ぐらいにわ

たって行われています。後の流れは大体これに

沿った形です。調査の実施に当たっては、コン

サルタントからなる調査団が選定されます。先

ほどご紹介したこのテキストの中に調査団構成

が載っております。（[配布資料 ６] p87参照）

開発調査の特徴の一つは、日本人だけではな

く、海外の知見をもった専門家もメンバーに加

えることができる点です。本案件では、アメリ

カ人専門家２人、アフリカの教育に非常に経験

と専門性をもったケニアの専門家を１人入れて

おります。合計９名の調査団を構成して現地調

査を展開していきますが、フェーズがいくつか

に分かれていることもあります。途中、プログ

レスレポート等を提出して、最終的にファイナ

ルレポートを提出します。そしてその過程で一

緒に計画を策定する、あるいはプロジェクト案

を策定していくというような業務内容が開発調

査です。このマラウイの全国スクールマッピン

グ・マイクロプラニングも、こうした開発調査

の一つとして行われました。

本案件の背景を簡単に説明します。マラウイ

は独立以来 1994 年まで、バンダという大統領

の独裁政権だったのですが、1994 年に、現在

のムルジ大統領が就任してから民主化政治がス

タートしました。この国の初等教育は８年間で

すが、1994 年から初等教育の無償化を行って

います。中等教育は４年です。

初等教育は無償化されましたが、義務教育で

はありません。この無償化というのは、支援を

行っているドナーなどに相談なく行われました。

従って、受け皿が全然整備されていない、それ

だけの人を受け入れるだけの校舎もない、机も

ない、先生も十分でない、教科書ももちろん十

分でないといった状態で突然始められたもので

すから、量的には就学者数は非常に拡大した一

方で、質のほうが急激に低下してしまいました。

急に行われてしまった無償化ではありますが、

ドナー側も何とか支援していかなければなりま

せんので、1994 年以降、いろいろな面で支援

をしてきましたが、成果が十分上がりませんで

した。

この理由は、インドネシアの方でも多少述べ

られていましたが、行政側が非常に受け身であ

ることが挙げられます。彼らは、いままでドナ

ーあるいはかつての宗主国から与えられたもの

をそのまま受け入れる、或いは実施するにとど

まってきました。行政側がドナーの支援に依存

しているのに対し、逆にドナー間はそれぞれが

我が道を進んで、ドナー調整などと言いながら

も結局は自国の利益を優先し、お互い調整する

ようなことをしてこなかったことがあります。

では、教育の現場はどうかというと、入学者

の急増に伴いどんどん質が低下してきます。に

も関らず、中央政府や地方政府からは何も助け

てくれない、インセンティブがない、給料も安

い、片や HIV エイズで教員もどんどん死んで

いってしまうというような状況で、魅力的な職

場とはいえず、使命感も薄れていくという状況
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にあります。

加えて、親の方は、無償化になったから子供

を学校にやるようになったのですが、本当に教

育の重要性がわかっているわけではありません。

あるいは、これはマクロ経済の問題ですが、同

国の経済状況は悪化しており、教育を受けたか

らといって、就職口はありません。教育を受け

たらこんなに生活がよくなるといった例が身近

にあるわけではないので、親の方もそれなら家

の農業や家事の手伝いをさせたほうがよいとい

うことになります。

以上のように、ドナー支援による事業の成果

が十分上がっていないという状況が、これまで

のマラウイの教育分野です。そういった中で、

政府としては少ないリソースを利用して何とか

教育だけではなくて、社会・経済状況を全般的

に地方分権化の政策で底上げをしようと、政策

を進めつつあるところです。では、受け身の体

制からまず直していくべきではないかというこ

とで、ドナーが協調して、この全国スクールマ

ッピング・マイクロプラニングというプロジェ

クトを一緒にやりましょうという話になったわ

けです。

では、その全国スクールマッピング・マイク

ロプラニングとは何かというと、英語では

National School Mapping and Micro-

Planning Project というのですが、スクールマ

ッピングというコンポーネントと、マイクロプ

ラニングというコンポーネントから成ります。

スクールマッピングの方は、これは教育統計の

データベースの整備と思っていただければよろ

しいかと思います。ただ、マッピングという言

葉が入っているほどなので、理想的にはデジタ

ル化された地図の上に、教育情報を載せていき、

教育計画の分析に役立てるというものです。ス

クールマッピングというコンポーネントによっ

て教育統計のデータベースの整備がなされます。

ここで整備されたデータベースに基づいてマイ

クロプラニング−マクロではなくてマイクロな

のですが−こちらの地方分権化の最小単位であ

る県レベルでの計画を策定し、自分たちで実施

していきます。こうして、中央ではなく地方レ

ベルの行政官やステークホルダー代表が自分た

ちで計画することをマイクロプラニングといい

ます。スクールマッピングでデータベースを作

成し、そこに含まれるデータに基づいて分析を

行い、自分たちで計画を作成する。それに基づ

いて、自国政府やドナーに対して資金調達のた

めのプロポーザルを書きます。インドネシアで

はプロポーザルを書くところから始まっていま

すが、マラウイではプロポーザルをどのように

書いていくのか、まずプロポーザルを書く前に

計画をどう立てるのかから始めました。自分た

ちの問題は頭ではわかっていても、具体的に数

値なり、あるいはステークホールダーの声をど

う聞いていくかということは、これまで訓練を

受けたことがなかったので、彼らと一緒にやっ

ていこうというのがマラウイでの案件でした。

つまり、スクールマッピングとマイクロプラ

ニングの両輪で、中央と地方行政官の開発事業

の計画作成、実施、モニタリング、評価能力を

向上していこうというのが、「全国スクールマ

ッピング・マイクロプラニング」の全体構想で

す。

スクールマッピングの方は、DfID（英国国

際開発庁）、DANIDA（デンマーク国際開発機

関）、USAID が支援を行っています。プロジェ

クト全体はマラウイ教育省のプロジェクトです。

ただし、スクールマッピングはこちらのドナー

が支援を行って、JICA はマイクロプラニング

のほうの技術支援を行っています。この他、世

銀やノルウェーの NORAD、カナダの CIDA

なども側面支援を行っていて、十分連携が取れ
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たとは言えない部分もありますが、共通の目的

に向かったという意味では、かなりドナー協調

が行われたプロジェクトだと思います。〔配布

資料５−５〕

マイクロプラニング・コンポーネントの目的

は、地方・中央行政官の計画策定、実施能力の

向上です。最終的には教育サービスの量と質の

向上を目指します。直接の目的は、マラウイに

は 33 県の教育県があるのですが、県別の教育

開発計画を作成することです。〔配布資料５−

６〕

対象地域はマラウイ全国です。行政県は 27

県に分かれているのですが、教育県の場合、人

口が多かったり、面積が広い行政県をさらに２

つから３つに分けているため、33県あります。

県別教育計画の作成は、全教育県を対象としま

した。作成した教育計画に基づいてデモンスト

レーション・プロジェクトをやりました。これ

については UNDP の地方分権化推進パイロッ

トプロジェクトのパイロット県である６県を本

案件でもパイロット県として、それらの 6 県だ

けで実施しました。〔配布資料５−７〕

主な活動については、能力向上が目的ですか

ら、マイクロプラニングの研修を行うのがメイ

ンストリームです。その研修を行うためには、

まず研修体制を確立する必要があります。現状

把握のため、行政官の人がどの様な状況にある

のか、研修ニーズを明らかにして、研修計画、

研修プログラム、研修マニュアルを作りました。

それに基づいて、中央と地方レベルの有望な

方々を合計で 20 人ぐらい選び、コア・トレー

ナーチームとナショナル・トレーナーチームを

育成しました。ここで育成したトレーナーは、

本案件の後半ではトレーニング兼計画策定ワー

クショップを運営実施してくれています。まず

パイロット県でトライして、そこで得た教訓に

基づき、プログラムや教材をアップグレードし

て、残りの 27 県、つまりノン・パイロット県

でも同じ研修をしました。最終的に 33 県の開

発計画を作成しました。同じものができてしま

うかなと思いましたが、それぞれに自分たちの

工夫を凝らして、地域の特性が出た計画に仕上

がっていると思います。

また、マイクロプラニング、計画策定、デー

タ分析と計画策定のノウハウを入れ、マラウイ

の状況に合わせてつくったマニュアルやトレー

ニングキットを作っております。今申し上げた

マニュアル、開発計画に加えて、このプロジェ

クトのもう１つのいちばん大きな成果は、トレ

ーニングシステム、あるいはトレーナーが育っ

たことだと思います。〔配布資料５−８〕

本案件のスケジュール実施期間は 22 カ月、

2000 年 10 月から 2002 年まで、トレーナーを

養成して、それからパイロット県と活動を行い、

それからノン・パイロット県と活動を行うとい

うステップを踏んでおります。〔配布資料５−

９〕

次に、効果要因についてご説明したいと思い

ます。まず、実施体制、手法の中にステークホ

ールダーの参加をなるべく盛り込むようにした

こと。デモンストレーション・プロジェクトで

データの重要性を認識してもらったこと。成果

品についても、調査団が一方的に作るのではな

く、協力して作るようにしたこと。JICA を含

め、周辺の支援体制がかなりしっかりしていた

こと。先ほどから申し上げたように、開発調査

という形態が非常にフレキシブルであって、ま

さにコンサルタントや調査団側の知恵と創造力

を駆使しながら活動ができる態勢であったこと。

こういった点が挙げられます。〔配布資料５−

11〕

以下に効果要因のそれぞれについて説明しま

す。
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まず、実施体制ですが、中央から学校、コミ

ュニティレベルまで、いろいろな活動母体を作

っています。中央ではステアリング・コミッテ

ィ、これがいちばん上の意思決定機関です。そ

の下にテクニカル・コミッティ、トレーナーグ

ループがあり、これは州・県レベルにまたがっ

ています。そして県レベルで、これから実際に

つくった計画を実施しモニタリングしていく人

たちで成る DEP（District Education Plan）

作成チームがあります。これは県の教育行政官

だけではなく、実際にお金を動かしていく県議

会、ディストリクト・アセンブリーの人たちも、

この計画策定時から巻き込んでチームに入れて

おります。また、ステークホールダーの代表を

含めて実施体制を確立し、様々な段階での意思

決定を彼らと共に行っていきました。

マラウイ側は、当初はまた同じドナーが来た

かというような、わりと醒めた体制だったのが、

今回は一緒に何かやってくれようとしているよ

うだということで、だんだん態度が変わってき

ました。最終的には、マラウイ側のトレーナー

が自信をつけ、３回目のトレーニングのときに

は、説明する態度もその内容も非常に立派で、

なかなか感動的でした。県レベルの作成チーム

についても、自分たちで作った DEP を県に持

ち帰って発表する際などに、我々が指導などを

しなくても自分たちでどのようにすれば効果的

なプレゼンテーションができるかを考えて、自

分たちのステークホールダーに対して発表を行

うなど、リーダーシップと自信を高めることが

できたと感じております。〔配布資料５−12〕

「マイクロプラニングの手法・手順」につい

ては、あまり詳しいことは述べませんが、重要

なポイントは、マイクロプラニング研修を２週

間行っていることです。２週間の研修で最終的

には県別教育開発計画（DEP）が出来上がって

いるという研修プログラムになっています。

このワークショップは、中央に各県から５名

から７名の代表者を集めて実施されました。そ

れぞれの県でまずステークホールダーの意見を

聞き、それを代表者が持ち寄って中央のワーク

ショップで DEP をつくり、その DEP を県に

持ち帰ってステークホルダーからフィードバッ

クを受けます。さらに、DEP をそれぞれの県

議会にかけ、正式なものとして承認してもらう

というところまでの手順を含めております。

次の効果要因として、「デモンストレーショ

ン・プロジェクト」の実施が上げられます。こ

れは、インドネシアのパイロット事業とはサイ

ズが多少異なり、自分たちで作った DEP に含

まれるプロジェクトをどのように動かせるか４

カ月ほど試行的に行ったものです。準備期間も

入れますから、実際に活動できたのは２カ月ぐ

らいです。

「デモンストレーション・プロジェクト」の

１つは、INSET（In-Service Training for

Teachers）トレーニング、教員再研修です。

教員とコミュニティ・リーダーを対象に学校の

記録管理や運営管理に関するトレーニングを行

っております。もう１つは、スクールセンサス

の能力向上です。毎年教育省が行っているスク

ールセンサスを見ると、非常に怪しい数字が多

いのです。これは、集めている学校レベルから

の見直しが必要であり、例えば、「お宅の学校

の面積は」という質問欄に、校長先生が「Big」

と書いてくれたりするわけです。このスクール

センサス能力向上プロジェクトでは、校長先生

に、なぜこういったデータが必要なのかという

ところから、まず勉強してもらう必要がありま

す。これまでは、校長先生は、センサスの質問

表に数字を入れたらそれを学区のリーダーに渡

し、学区のリーダーは、それを県の教育プラン

ナーに渡してきました。彼らは、全体の傾向を

見ることもなく、答案用紙を集める係だけのよ
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うに質問用紙を次々と渡していくのみでした。

従って、デモンストレーション・プロジェクト

の研修では、「あなたたちはここのデータを集

めて、管理し、それを分析して、計画を立てて

いく責任があるのですよ」というところから訓

練しました。この２つは、パイロット県６県の

みで行っています。ここで一応研修対象者の意

識を変えることができたと思っております。

本案件の成果品として、研修教材や、事後評

価ガイドラインを作っております。それから、

学校記録の管理トレーニングに使用したデモン

ストレーション用の出席簿も作成、配布しまし

た。出席簿がない学校がほとんどでしたので、

対象県の全学校に１万部ほどつくり、配布しま

した。これは、非常にシンプルなものです。も

ともと UNICEF が使っていたフォームに従っ

たものです。

デモンストレーションで実施したことの持続

性に関してはなかなか難しいところもあるかと

思います。出席簿の配布にしてもしかりです。

ただ、義務教育ではないので児童がきちんと登

録されておらず、自分のクラスに誰がいるかわ

かっていない先生もかなりいます。出席簿を配

布することによって、児童が初めて自分の名前

が学校で呼んでもらえたということで、非常に

感激したという話も聞いています。このような

インパクトが出ていることから、教育省でも出

席簿の配布徹底を考えるようになったと聞いて

おります。〔配布資料５−14〕

次の効果要因である「支援体制」ですが、こ

れは教育省内の支援体制を確立したことが挙げ

られます。教育省に JICA の長期専門家の方が

アドバイザーとしていらっしゃいました。彼女

が、このプロジェクトを成功させるために、教

育省内や他ドナー、あるいは JICA 本部との間

に入って、調整して下さったことは非常に大き

かったと思います。また、現地の JICA 事務所

からの理解も多く得られたこと。周辺のサポー

トの支援体制が得られたことは、非常に重要な

ことだったと思います。

それから開発調査についてフレキシブルとい

う話を繰り返ししていますが、ある程度多様な

専門性と経験をもった専門家集団が、ある一定

の期間、相当の予算規模で、はっきりした目標

設定のある活動を集中的に行うというのは、非

常に効果的かつ効率的な技術移転形態だと思い

ます。我々コンサルタントの会社にとっても、

まだ様々な規則があるとはいえ、ある程度フレ

キシブルに活動が行え、そこから出る成果で評

価されるということは、知恵と工夫のしがいが

あります。計画の策定のみならず、研修とかデ

モンストレーションとか、いろんなコンポーネ

ントを盛り込むことができるといったことも、

開発調査の良い点ではないかと思います。〔配

布資料５−16〕

では、改善点はというと、厳しい全体スケジ

ュールがあるだけに、相手側の予算年度や教育

の学期とあわないことがあります。マラウイは

１月から始まって 12 月に終わるのですが、日

本の会計年度と異なってしまうので、それに即

した形でのプロジェクト運営ができ難いという

点があります。現在では、かなり改善が図られ

ていると思います。

もう１つ、やはり時間に関することですが、

教育プロジェクトはインパクトが出てくるには

時間がかかるということです。モニタリングや

成果について、日本側だけではなく相手側が自

分たちでどんなインパクトが上げられたかを評

価することは非常に重要なことです。しかし、

それを直後に行ってもあまり成果が見えるもの

ではありません。ある程度期間をおいて成果が

測っていけるような、余裕をもったフォローア

ップ調査の行程なり期間が組めると、もっと効

果的ではないかと思います。〔配布資料５−

18〕
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以下に「提言」をまとめてみました。これは

このプロジェクトに限っての提言ですが、マラ

ウイ側から見て「日本の教育というのは素晴ら

しいんだ」という印象をもってくれています。

ですから、我々からいろいろ学びたいという意

識が非常に強いと感じました。かつ、日本人の

よいところだと思うのですが、宗主国的な押し

つけがなく、最初に村田専門員がおっしゃった

ような、「共に考え、共に実施していく」とい

うような体制で、我々も行っていますので、日

本の援助は他のドナーとは違うというのが、彼

らの印象でした。これからも、こうした我々日

本側の特性を生かしていくことが重要と考えま

す。

最後の２つですが、日本の援助はきっちりと

目標を定めて、スケジュール管理をし、さらに

予算管理も厳しい状況で行われます。日本的な

プロジェクト管理というのはこういうふうにや

っていくのだということで、彼らもいろいろ学

んだという話を聞いております。〔配布資料３

−20〕こうしたことも、今後の技術移転で生か

すことができるのではないでしょうか。

今後どのような協力をしていけばよいかとい

うことについては、まさに今月から本案件のフ

ェーズ２、このプロジェクトの後続のプロジェ

クトが始まります。フェーズ２では「計画作成」

から「実施とモニタリング」に焦点を当てます。

また、個別のアプローチではなく、県別開発計

画に含まれる量的な改善、質的な改善、あるい

はマネジメントの改善という視点から総合的ア

プローチに焦点をあてていく方針です。

また、マラウイの中でも、地方電化や農業、

あるいは保健衛生など様々なプロジェクトが

JICA や、他のドナーによって行われているの

で、他ドナーとの総合的なアプローチも必要で

しょう。

近隣諸国でも地方分権化は行われています。

スクールマッピングなどを始めた国もあります。

例えばザンビアでは、スクールマッピングはや

ったのですが、マイクロプラニングまでは至っ

ておりません。そういう意味では、マラウイが

一歩先んじているわけですから、人材の交流や

経験の交流をしていくことも可能かと思います。

これによって、マラウイ側の自信を高めたり、

オーナーシップを高めていくことが可能になる

のではないかと思います。〔配布資料５−21〕

最後に、初等・中等教育分野の開発調査を担

当して感じたことは、教育分野というのは、他

分野と違って、中央の教育省から地方政府をは

じめ、教育現場に至るまで、組織体制や人的資

源はある程度できあがっています。従って、技

術移転の対象がはっきりしており、目的も分か

りやすい。

これはマラウイの場合、教育の州、ディビジ

ョンがあって、そこにはマネージャー、プラン

ナーがいます。そして県があって、県のマネー

ジャー、コーディネーターがいます。そして県

の下に学区が 10 区ぐらいあって、そこに視学

官がいます。そして学区の中には、学校があっ

て、学校長、副校長、教員がいます。そして、

それぞれの学校には PTA もあり、スクール・

コミッティというものも作られています。

そのような状況で、それぞれの技術レベルに

はよいところ、悪いところがあるかもしれませ

んが、ある程度人材ネットワークが出来上がっ

ていて、そこには教育分野の専門家であるとい

う自負と使命感をもって、活動を行っている人

たちいるわけです。技術移転に当たっては、こ

うしたネットワークや人材の現状を把握し、彼

らの使命感等を尊重しながら、押し付けでない

支援を行うことによって、円滑かつ効果的に成

果が生み出せることを実感しました。

私はマレイシアで別のプロジェクトをやって

いるのですが、そちらとマラウイを比較して、
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人的資源について感じたことがあります。つま

りマレイシアには、もちろんエリートの方もい

らっしゃいますが、要するに普通のことを普通

に仕上げる、中堅のレベルの方がたくさんいて、

非常に人材の層が厚い。これに対してマラウイ

のほうは、外国へ留学して帰ってきたような立

派なエリートはいるのですが、普通のことを普

通にこなせるような中堅の人材の層が非常に薄

いということです。

教育省や中央、行政側の能力強化を図り、か

つ、デモンストレーションで巻き込みながら、

こうした中堅の人材のレベルを引き上げようと

いう活動を行ったのがフェーズ１でした。今月

から始まるフェーズ２は、もっと長い期間パイ

ロット・プロジェクトを実施しながら、彼らの

計画策定能力や実施能力、モニタリング能力の

向上に焦点をしぼり、OJT を行って、フェーズ

１で築いたものをさらに育てていこうというも

のです。

マラウイの中の他ドナーの状況を見ても、あ

るいは他国での同種の援助を見ても、日本が行

っている「一緒に活動し、一緒に考えていく」

というスタンスの技術協力は、日本の特性を生

かし、かつ相手の発展段階にも合わせた非常に

良いアプローチではないかと思っている次第で

す。

以上が私の発表になります。どうもありがと

うございました。
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６６６６．．．． 質質質質疑疑疑疑応応応応答答答答

司司司司会会会会：：：：それでは質疑応答のほうに移らせてい

ただきます。ご質問のある方、挙手をお願いし

ます。

参参参参加加加加者者者者：インドネシアの教育現状について興

味をもっている吉沢と申します。REDIP につ

いて伺います。REDIP の調査で、従来の学校

施設から理科教育の施設、訓練などを行うとい

うことですが、基礎教育の改善に取り組まれる

というすばらしいプロジェクトの報告をいただ

きましてありがとうございました。大変参考に

なりました。このような地域社会をベースにし

た基礎教育の現状を、より効率的・効果的に進

める対インドネシアの ODA を一市民として支

持するために、今回の知見と経験について２点

だけ伺います。

１点目は、98 年の ODA 改革以降、JICA で

もODAの効果向上と効率化のキーワードは「連

携」だと称されています。この観点から、すで

にインドネシアの基礎教育援助では、特に世界

銀行やアジア開発銀行は多くのプロジェクトを

もち、経験も多いと思うのですが、今回のプロ

ジェクトで具体的に連携されて、効果・効率が

上がったという点があれば、教えていただきた

いと思います。

２点目は、私も２年前に西ジャワ州で教育の

調査をしたのですが、意外だったのは、70 年

代以降に建設された学校施設とか、特に教育文

化省関係の施設の老朽化がひどく、あるものは

地震で崩壊していました。加えて、コンクリー

トのような高級なものを修理するのは、政府に

準拠してやらなければならないけれども、お金

がないということで、大きな問題になっていま

した。

また、90 年代以降、先進国の教育関係者か

ら、教員の質が低いと提言されたことから、政

府は初等教育の教員資格を上げるための試みが

なされました。しかし、政府派遣の有資格の派

遣教員は、地方では生活が苦しくて定着せず、

結果として教員の地元での確保ができなくなっ

たために、教員不足が非常に深刻でした。

これは、今回のプロジェクトでご提言の改善

条件以前の状況だったと思いますが、このよう

な西ジャワのハードの援助や教員確保の援助は、

特異な州の課題であって、REDIP の対象とさ

れた２州では、そのような事項はもう大きな問

題ではなくて、現在の学校の運営改善とか教育

の能力アップ、教員の能力アップ、コミュニテ

ィとの関係改善ということが、初中等教育の就

学率向上に大きく寄与する課題となっていると

理解してよろしいでしょうか。その２点をお伺

いします。

司司司司会会会会：：：： 豊間根さんのほうから回答をお願い

いたします。

豊豊豊豊間間間間根根根根：：：： かいつまんでお答えします。まず

世銀、アジ銀との連携の事例という点ですが、

実はございます。世界銀行に関しては、先ほど

も少し申し上げたように、彼らのポリシーが厳

然としてあるので、なかなか我々の行ったやり

方とソリが合わないところがあり難しいのです

が、実はそれでもなお世銀が新しいプロジェク

トを始める際に、我々が提案したモデルの一部

を取り入れてやろうとしておりました。具体的

には学校補助金を中心としたプロジェクトです

が、残念ながらこれも先ほどの新しいローン禁

止のところに引っ掛かってしまい、世銀の新し

いプロジェクトとしてはつぶれた格好になって

います。
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アジ銀の方は、昨年から始まった新しいロー

ンのプロジェクトの中に、まさに REDIP のモ

デルが取り入れられました。これは、デザイン

の時点からアジ銀の担当者と我々とで密にコミ

ュニケーションをとってやってきまして、

REDIP のモデルは大変効果があるということ

をアジ銀の方も納得して下さいました。当初は

県レベルで終わっていたものを、郡レベルでも

新たに、我々が行った中学校開発委員会に類す

るような委員会を作ることにしまして、それを

通じて事業を展開するというデザインに変えま

した。学校補助金も、やはりコンポーネントの

１つに入っています。そういうことで、我々が

行った REDIP モデルがアジ銀の新しいプロジ

ェクトにそのままそっくりではありませんが、

かなり取り入れられております。

加えて申し上げると、実は USAID が、何年

ぶりかで新たに昨年からインドネシアで教育分

野の案件を始めました。これは一昨年のテロ事

件を受けて、特に宗教学校を対象にしたプロジ

ェクトですが、そのデザインにも我々のREDIP

が非常に生かされています。USAID とはずい

ぶん議論もし、ヒアリングも受けました。現在、

REDIP のデザインを入れ込んだ形で展開され

ております。

ということで、この REDIP は大変目立たな

い形ですが、他のドナーのデザインにも影響を

与えております。

２番目の点については、かいつまんで言えば、

学校の施設などはもう大きな問題ではないかと

いえばそうではなく、実は大きな問題なのです。

北スラウェシ州、中部ジャワ州とも同じでした

が、パイロット事業のメニューの５番目「学校

補助金」は使途を定めない補助金でしたので、

当然ながら学校の校舎の修繕や、足りない机・

椅子を買いたいというものがほとんどで、金額

もかなり張りました。

おそらく、我々が何も言わなければ、フェー

ズ２のプロポーザルも 100％、校舎の修繕、ト

イレの改修、あるいは配電工事などに使われた

はずです。ただそれではちょっと我々の趣旨と

違ってきますので、学校の校長先生に質を直接

高める活動も是非入れてくださいということで、

かなり強力に働きかけた結果が、実際の事業に

なっているのです。何も言わなければ 100％、

お金は校舎の改繕等に使われるはずです。それ

が実態です。

参参参参加加加加者者者者：：：： 東京工業大学の戸井と申します。

私も REDIP のことについて、１点お聞かせい

ただきたいのですが、補足の資料として配って

いただいた「REDIP１で観察された定量的効

果の例」（REDIP 資料２）と、「REDIP のあら

まし」（REDIP 資料１）を、先ほど見せていた

だきました。定量的効果の例では、冒頭にある

中部ジャワ州ウォノソボ県にあるケジャジャー

ル郡では、1999 年から 2000 年まで、中学校

進学者数が67％、４割台から６割台に上がり、

不進学者も下がったわけです。

それで、この評価が、REDIP の対象校は

REDIP 資料２、表１、REDIP１対象校で見る

と７校なのですが、それだけのデータを使って

この効果を測られたのか、それともこの郡すべ

てを総合してこのデータを出されたのかについ

てお伺いします。またこれが対象校のみでした

ら、非常に効果があったということで、例えば

実施の中から得られた教訓などがありましたら

情報をいただけますでしょうか。

もしこれが、郡全体の評価でしたら、例えば

この同時期に校舎建設事業が重なるなど、他の

プロジェクトの兼ね合いで、REDIP のプロジ

ェクトによい結果が出たのかということをお伺

いします。
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豊豊豊豊間間間間根根根根：：：：結論を申し上げると、資料２に挙が

っているケジャジャール郡の例は、全部で７校

ある学校全部についての数字です。先ほど申し

上げたとおり、REDIP は郡の中の学校全部を

対象にしますので、対象校とそれ以外の学校と

いう分け方はありません。

それから、同じ時期に何か別のプロジェクト

があったかということについては、おそらくな

かったと思います。ですからこれは純粋に、中

学校開発委員会の人々がかなり熱心に行った活

動の成果だったと思います。

参参参参加加加加者者者者：：：：政策研究大学院大学の大野と申しま

す。大変示唆深いお話をいただいて、とても感

銘を受けております。

私が思いましたことは、教育分野は他のドナ

ーも多く参入していますし、非常に競争率が高

く、様々な新しい開発のモダリティやアプロー

チが試され、やり方が非常に難しくなっている

と思います。そのような中、セクターレベルで

の開発調査のアプローチ、しかも地方分権化へ

の体制支援ということを行おうとしているとい

う意味で、財政支援やコモンファンドに至る前

段階での準備を支援するスキームとして、非常

に有効ではないかというような気がしました。

そういったことを踏まえて、２つほど伺いた

いことがあります。第１点は、日本がそういっ

た新しい援助のモダリティを念頭に置きながら、

しかも他のドナーとも競争しながら、日本の良

い点を示した援助をしていくときに、日本がも

つ比較優位というものを、基礎教育の学校現場

でもう少し具体的に教えていただければと思い

ます。また皆さんのご発言の中で、人間対人間

のアプローチや平等牲、一緒に考えるという日

本人のもつ技術協力の良さについてのお話があ

りましたが、それ以外の面で例えば、システム

の移転に際し、テクニカルなところでどういっ

た比較優位があるのか、ないのかについてお伺

いします。

第２点目は、プログラムが非常によい成功例

になれば、それをゆくゆくは、政府自体の資金

なのか、借款なのか、あるいは財政支援、コモ

ンファンドという形で全国展開していくことに

なると思うのですが、そのためには、それを中

央政府、県レベル、地方レベル、ドナーなどの

多様なプレーヤーと共有しながら理解を普及し

ていく、そういった援助協調の中での積極的な

役割が必要だと思うのですが、その点に関して、

どの程度今回の取り組みで前進があったか、あ

るいは、今後の課題がもしあれば教えていただ

きたいと思います。どなたというよりは、可能

な範囲でご意見を伺えればと思います。

司司司司会会会会：：：：それでは村田さんから、お三方順番に

お願いいたします。

村村村村田田田田：：：：お答えになるかどうかわかりませんが、

まず、比較優位に関しては、技術協力の姿勢以

外で何かないかということですが、現在、JICA

では日本の教育の経験を途上国にどう生かせる

かという調査研究を行っています。そこで非常

に重要になるのが、日本もかつて途上国であり、

教育開発の経験をしてきていることです。しか

も、外部からの支援を得ながら、自分たちで道

を切り開いてきた。その経験が非常に役に立つ

のではないかということです。あるいは、そう

いった点が途上国の日本に対する期待になって

いると感じております。

もう１つが、全国展開に向けての援助協調で

すが、先ほど石田さんのお話の中にあったとお

り、教育省の中にアドバイザーとして専門家が

１名入っていて、全面的サポートのおかげで開

発調査も滞りなく実施することができたという

コメントがありました。やはりプロジェクトの
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関係者でドナー間調整、あるいは相手国や日本

の本部とのやり取りなどを行うのは非常に難し

いので、その国の教育セクター全体を調整する

ような専門家が１名いることが基本的に望まし

いと感じております。

石石石石田田田田：：：：もう大体、村田専門員のほうからお答

えいただいたのですが、日本は他のドナーに勝

って、この部分で顔が見えるように頑張らなけ

ればいけないという部分で協調していくことは

なく、相手国の教育サービスがどうしたら良く

なるかということを一緒に考え、互いに手を携

えていけばいいと思います。

先ほど言われたように、援助を行っている国

の中で、自らが途上国の時代を経験し、そして

いま援助を行っているのは日本が唯一だと言わ

れています。私の両親も島根県で２人とも中学

校の教員をしていました。母に言わせると、40

年前などは、中学校になると親は女の子は学校

へ行かなくていいとして学校に行かせなかった

といいます。母親は一軒一軒家を回って、生徒

の親を説得し、なぜ教育が必要なのかというこ

とを説いて回ったという経験をもっているわけ

です。そういったところから、どのようにして

日本がここまできたかについて、追い追い盛り

込みながら、日本の経験を踏まえた援助を行っ

ていければ、それは素晴らしいことだと思いま

す。

もう１つの質問については、村田さんのほう

からお答えがあったようなことでよろしいかと

思います。

豊豊豊豊間間間間根根根根：：：：私のお答えは、日本の優位性の１つ

は、いろいろなことができるということではな

いでしょうか。つまり、他のドナーはいろいろ

できそうで、実は意外とできないのです。例え

ば教育分野で大手のドナーである UNICEF で

は、カリキュラム改善であれば、その中身に関

してはよくやられていますが、今度は逆にハー

ドの部分がほとんどない。逆に UNDP はハー

ドをやっていますが、あまり中身に関してはや

っていません。

世銀・アジ銀は両方やっているようですが、

さっきも強調したとおり、上から攻めていくも

のですから、本当の意味で学校に届いているか

は、かなり疑問なのです。ですから、大手ドナ

ーの支援には様々な隙間があるのです。そうい

う隙間をきちんと埋めていけるのが、私は日本

の援助の優位性ではないかと思うのです。

２番目の「援助協調」の話ですが、これは、

インドネシアに限っていうと、教育分野に関し

ては、世銀・アジ銀という２大ドナーが地域を

分けて分担して進めているので、そこに他のド

ナーが割って入る余地はなかなかないというの

がこれまでの実情です。

ただ、今も申し上げたとおり、世銀・アジ銀

は上からシステム的に攻めていきますので、実

は上のほう、国、州、県ぐらいまでは手厚くい

っていますが、その下の郡、あるいは学校レベ

ルまで世銀・アジ銀の援助が届いているかとい

うと、必ずしもそうでないところがあるのです。

インドネシアに限っていえば、もし日本が全

面的にそこで展開しようと思えば、地域別もさ

ることながら、私はレベル別の住み分けという

のが可能ではないかというような気がしていま

す。これは先ほど私が話したことと関係するの

ですが、日本は地方政府から下のレベルを集中

的に見ていきます。そういうやり方が、大きな

ドナーとのちょうどよい住み分け方になるので

はないかという気がしています。

司司司司会会会会：：：：それでは、午前の部をこれで終了させ

ていただきたいと思います。
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司司司司会会会会：：：：それでは、午後の部であるパネルディス

カッションを開始します。初めに、私からパネ

リストの方々を簡単にご紹介いたします。

まず、東京工業大学大学院社会理工学研究科

教授兼教育工学開発センター長の牟田博光教授

です。牟田先生は、本日午前中に報告いただき

ましたインドネシア地域教育開発支援調査の国

内支援母体である「作業管理委員会」の委員長

の他、昨年６月に JICA が設置した「外部有識

者評価委員会」の座長等も務めておられ、JICA

の実施する教育協力や評価事業に外部有識者と

して深く携わっていただいています。また、外

務省が主催します ODA 総合戦略会議の委員等

も務めておられます。

次に、広島大学教育開発国際協力研究センタ

ーの黒田一雄助教授です。黒田助教授は、私ど

もが平成 10 年に策定した「教育分野における

開発調査ガイドライン」の作業委員を務めてい

ただいた他、タンザニアで実施した「地方教育

行政強化計画」の作業管理委員長を務めていた

だく等、やはり様々な形で当事業団の実施いた

します教育協力事業にご協力いただいておりま

す。

続きまして、文部科学省初等中等教育局幼児

教育課の神長美津子教科調査官です。神長様は、

私どもが就学前教育の分野における初めての本

格的なプロジェクトとして、セネガルで実施し

ております「子供の生活・環境改善計画調査」

の作業管理委員として私どもの事業にご協力を

いただいております。

そして最後に、当事業団社会開発協力第２課

の課長であり、また、分野・課題別ネットワー

ク「教育」チームのチーム長である廣田です。

また、本パネルディスカッションの司会は、や

はり当事業団、横浜国際センター業務課長であ

り、「教育」チームメンバーの萱島のほうで担

当します。

それでは萱島課長、よろしくお願いします。

萱萱萱萱島島島島：：：：これから午後のセッションを始めます。

まず４人のパネリストの方々から、「JICA の教

育セクター協力の方向性と課題」について、こ

れまで JICA の事業に様々な形でご協力いただ

いたご経験に基づき、もしくは途上国の教育開

発に携わってこられたご経験に基づいて、ご意

見なりご示唆なりを 15 分ずつ発表していただ

きます。

また、本日は非常に多数の方々にご来場いた

だいておりますので、参加者とパネリストの間

で双方向の意見交換をおこないたいと思います。

出席者の積極的なご参加を期待しております。

よろしくお願いします。

牟牟牟牟田田田田：：：：今日の日本の ODA、教育の ODA に限

らず、すべての ODA について、いろいろな批

判、疑問が出されており、予算もカットされて

おります。こういった状況は、欧米では 10 年

ほど前から起きています。1990 年代に欧米で

は、いわゆる「援助疲れ」と言われるものが出

てきました。その中で出てきた疑問というのは、

ODA にはずいぶん大きなお金が使われている

が、本当に役に立っているのか、どんな効果が

上がっているのか、もし効果があったとしても

その効果はかけたお金に見合っているか、とい

うことです。すなわち、成果があるのかという

「成果重視」、それがお金に見合うかという「費

用対効果」が非常に大きな問題点として出され、

欧米はこれに応えようとしてきました。

今の日本の状況も全く同じことだと思います。

しかも成果というものは、単にプロジェクトの
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アウトプットではすみません。そのアウトプッ

トが援助を受けた国の中で、実際どのように役

立ち、人々の生活が良くなっているか、という

ところまで見なければ駄目です。いわゆる「ア

ウトプットからアウトカムへ」という成果重視

の流れが出てきていると思います。

今日のシンポジウムの大きなテーマは、「援

助の総合化」ですが、援助の総合化が必要な大

きな理由は、私はこの成果重視と効率化だろう

と思います。成果重視の立場から言えば、個々

のプロジェクトというものは成果を達成するた

めの手段にすぎないということです。そして、

成果が達成されたかどうかは指標で測る、そし

てその結果を公に示していく、ということが今

大きく求められているのだろうと思います。

この認識の中で ODA を考えてみたときに、

個々の具体的なプロジェクトがアウトプットを

つくりアウトカムを生み出すメカニズムのロジ

ックとは一体どういうことなのか、ということ

をきちんと考えなければいけません。また、成

果を生み出すためにはいろいろな手法がある分

様々なプロジェクトがあり得るわけです。そう

すると、多くのプロジェクトの中で、いま実施

しているプロジェクトが本当に最も良いプロジ

ェクトなのかを考えなければいけません。合理

的な考え方をしたり、明確な指標によって適切

なプロジェクトを選ぶ、ということが大切だと

思います。

具体的に少しお話をします。例えば基礎教育

の上位目標は何かと言いますと、午前中にもお

話のあったとおり、やはり教育の機会を拡大す

る、つまり量の拡大と、教育の質を向上させる

ことだと思います。もちろん、そのさらに上に

は、貧困削減、社会経済の発展といったものが

スーパーゴールとしてあるとは思います。しか

し、目に見える教育の上位目標は「量と質」だ

と思います。

このように、様々な教育のプロジェクトを通

して、インプットがアウトプットになりアウト

カムになるという繋がりが一直線上に見えなけ

ればなりません。「ライン・オブ・サイト」と

言われますが、プロジェクトをやりながら、最

終的なアウトカムは一体何かということを、い

つも見据えながらプロジェクトを実施すること

が大事なのだということです。つまり、プロジ

ェクト自体ではなくて、プロジェクトによって

生ずる最終的なアウトカム、教育機会の拡大や

質の向上が大事なのであって、プロジェクトを

やりながらそういうものを見据えなければいけ

ないということが今日言われているわけです。

しかし、アウトカムが大事だ、教育機会の拡

大が大事だ、質の向上が大事だとしたら、これ

らを達成するのに何をすればいいかと考えるほ

うが自然ではないでしょうか。つまり、インプ

ットを通してアウトカムを見るのではなくて、

アウトカムは何かということをまず考えて、そ

れに必要なインプットを考えること、つまり、

従来からのやり方の発想を逆転することが大切

だと思います。

１つのプロジェクトだけではアウトカムは出

ないかもしれません。では、どういった組み合

わせをすればいいのでしょうか。多分こうだろ

うと思っても、そうではないかもしれません。

そうすると、例えば少し小さな単位のパイロッ

トプロジェクトをやってみましょうということ

になるかもしれません。後ほど触れますが、午

前中にご説明のありました REDIP は、そうい

った考えでやってきたわけです。そこで、アウ

トカムを達成するために必要なインプットは何

かということなのですが、これは、とにかくど

こからでも持ってくる、役に立つものは何でも

使う、ということが大切です。そうすると必然

的に援助が総合的にならざるを得なくなります。
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援助が総合的になればアウトカムが達成される

可能性も大きい、ということだと思います。

このように言えば、もう既に多くのプロジェ

クトは元々そういった考えで行われていて、今

さらそんなことを言う必要はない、というご意

見もたくさんあろうかと思います。例えば学校

建設は日本の教育協力としてずいぶんやってお

ります。学校建設の基本設計調査報告書を見ま

すと、何のために学校建設をするかが書いてあ

ります。就学率の向上が大事だ、教育機会の拡

大が大事だ、だから学校を造るのだ、ときちん

と書いてあります。それならば学校を造ったら

本当に就学率が向上したのか、子供が学校に来

ているのか、勉強はできているか、来た子供が

ドロップアウトせずに卒業できるのか、といっ

たことに答えなければいけないと思います。

しかし、考えてみれば教育機会の拡大という

ものは、学校建設でしか達成できないものでは

ないわけです。例えば午前中にジェンダーの話

もありましたが、就学率の問題は多くは女子の

就学者の問題でもあります。ジェンダーの問題

は、学校を造っただけでは解決できないかもし

れません。「親の理解」についても、学校に行

って何かいいことがあるかといった、いわゆる

インセンティブの問題もあるかもしれません。

そもそも貧困で学校に行けないという場合には

就学の補助をする必要があるかもしれない。学

校が足りないと言うけれども、今ある学校を２

部制にして、キャパシティを倍にするなど、い

ろいろなやり方で教育機会の拡大はできます。

その中で学校建設をするということであれば、

学校建設が、様々なオルターナティブの中で最

も良いやり方なのか、費用対効果は良いのか、

といったことをこれまで考えたことがあるかと

いうことです。

「理数科教育」について、ある国の理数科の

点数が非常に低いために教員研修をやりましょ

うというのはよくある話です。しかし、教員研

修をして子供の理数科の点数が上がったでしょ

うか。日本はいろいろなプロジェクトをやりま

したが、点数がこのくらい上がりました、とい

った評価報告書はほとんどないと思います。な

ぜないのかというのは、教員訓練をしたらなぜ

理数科の点が上がるか、という明確なロジック

がないからだと思います。

教員訓練をしたら子供の学力が上がるという

プロセスには、いろいろなステップがあるわけ

です。まず訓練をすれば、訓練を受ける前と比

べて先生方は教え方が上手になります。教え方

が上手になった先生は、それを実際の現場で使

ってみます。上手になった先生は学校を辞めな

いで長く勤めます。このように子供の学力向上

には教え方が最もクルーシャルであり、こうし

た条件がすべて満たされれば確かに子供の点数

は上がります。

しかし、訓練の仕方がまずかったら先生の教

え方はうまくならないかもしれません。仮に先

生の教え方が上手になっても、新しい教え方は

面倒くさく、昔からの教え方の方が楽なので、

どんなに新しい教え方を学んでも、それを学校

の中で使うかどうかは別の話です。これは学校

のマネジメントの問題です。

あるいは訓練を受けた先生は優秀だと思いま

すが、いい仕事があったらすぐに辞めてしまう

傾向があります。さらに、教室で教科書がない、

ノートがない、筆記具がない、ということでな

かなか子供が勉強できない状況であれば、先生

の訓練をすれば子供の点数が上がるかというと、

現実のデータとしてなかなかそうは出てきませ

ん。オルターナティブとしては教材・教具の改

善、校長のリーダーシップを高める、あるいは

子供の学習時間を長くするなどの方法がありま

す。具体的に言うと、例えば先生は宿題を出し、

きちんと添削するといったいろいろな働きかけ
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が併せてなされないと、やはり訓練だけではな

かなか子供の成績は上がらないでしょう。

そういったロジック、あるいはセオリーとい

うものをこれまで十分に考えてプロジェクトを

実施してきたか、科学的な根拠に基づいてプロ

ジェクトを構成してきたか、ということが大き

な疑問点だと思います。やはり科学的な調査、

今はこれを「事前評価」といいますが、これに

よって効果が上がるだろうということが、ある

程度確実なプロジェクトをつくる上で大事だろ

うと思います。

先ほどオルターナティブと言いましたが、ア

ウトカムを達成するためには、そういうものが

１つだけでできるものではなく、いろいろなも

のを組み合わせないとできません。例えばそれ

を日本で全部できるかというと、そのようなこ

とはとてもできないわけです。日本が学校を建

設し、現地政府はそこに訓練された先生を派遣

し、教材を供給するとします。日本と現地政府

で協力して日本は学校を造った、責任は果たし

た、だからアウトプットはあるが、現地政府は

約束を果たさず教材・教具を供給しない、だか

らアウトカムはない、日本は何も悪いところは

ないのだ、というような言い訳がこれまで数多

くありました。日本はやるべきことはやった、

向こうの政府は約束を果たさない、だからアウ

トプットはあるがアウトカムはないと。しかし、

そのようなことはプロジェクトを始める前から

分かっているのではないかということです。つ

まり、こういった条件がなければこのプロジェ

クトのアウトカムはないということを PDM の

外部条件に書いて、この外部条件が実現されな

いからアウトカムがない、というのは単なる言

い訳なのだろうと私は思います。本当にアウト

カムを達成するために必要な条件であれば、そ

こに対して働きかけをしていくなり、あるいは

日本がそういうものも一諸にプロジェクトの中

で作っていくことが大事だと思います。

インドネシアの REDIP の話がありましたが、

これは日本で初めて開発調査で教育援助を行っ

た例です。開発調査でこうした支援を行うこと

については、当時 JICA の中でいろいろな異論

があったと聞いております。

私は、作業管理委員長として、先ほど発表さ

れた豊間根さんといろいろ話し合いましたが、

始める際に具体的な援助の中身が分かっていな

い援助というのは私としても初めてでした。援

助をする前に決めたことは、北スラウェシ・中

部ジャワという地域に限って、中学校を支援す

るということだけで、具体的な援助の中身につ

いては調査によって決める。上位目標は教育機

会を拡充すること、教育の質を上げること、こ

の２つです。この２つのアウトカムを達成する

ために何をすればいいかをまず考えることから

始めました。そのためにベースライン調査をや

りましたが、結果としてアウトカムに寄与しそ

うなものとして、先ほど説明のありました校長

研修、現職教育、教科書配付、父母のインボル

ブメント、ブロックグラントによる施設・設備

の改善が挙がりました。

私の当初の考えは、この５つのメニュー、従

来で言えば５つのプロジェクトに当たるわけで

すが、従来のプロジェクトに当たるメニューの

中のどれが最も役に立つかを実験で見ようとい

うものでした。そして５つのメニューの中で、

例えば校長研修がいちばん役に立つということ

であれば、これを全国に展開すればいいと私は

当初思いました。

実際にやってみて結果はどうだと、どれが最

も良かったかという話になったわけですが、当

初の私の考えは間違っていました。つまり、ど

れも決定的にこれが駄目だというプロジェクト

はなく、やはりこれは組み合わせてやるべきだ
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ということです。また同時に、何が大事かとい

うのは学校や地域によって違います。ですから、

１つのことを全国的に展開しても駄目で、ニー

ズに合わせてオーダーメイドできめ細かい援助

が大事ではないかということがわかりました。

そこでフェーズ２では、学校が企画をし、そ

れへのファンディングをすることを考えたわけ

です。こういった成果重視の考え方が、やはり

必然的に総合化をもたらすのだろうと思います。

この方向は今後強まることはあっても、弱くな

ることはないと思います。

先ほど豊間根さんから、なぜ REDIP２をや

ったかという話がありましたが、REDIP１の後

の受け皿がなかったのです。今の問題はREDIP

２の後どうするかということで、実は同じ問題

を抱えています。REDIP２は、従来 JICA がや

らなかった、非常に新しいタイプの援助だと思

います。しかし、REDIP１から REDIP２にか

けて、後のプロジェクトの策定の問題があった

ように、REDIP２の後をどうするかということ

は今も頭痛の種であります。

REDIP２というのは、簡単に言ってしまえば

ソフト無償です。学校を建てるというハード提

供の代わりに資金を提供します。もちろん、た

だでお金をあげるわけではなく、企画を出して

もらった上で、その審査を行うというソフト無

償です。しかし、ソフト無償というのは今の日

本のスキームにはあっていません。ですから、

今の無償の仕組みを変えなければ、ソフト無償

はできません。では技術協力でできるかという

と、先ほどのように現地で使う資金がありませ

んので、現地業務費を拡大しなければできませ

ん。それでは開発調査はどうかというと、もと

もとパイロット事業がせいぜいであり、それほ

ど規模は大きくありません。これも開発調査の

予算規模を外して、10 億でも 20 億でも確保で

きれば可能です。しかし、このようにスキーム

の枠をぐっと広げれば、スキームというのは一

体なんなのだと、別にそんなものはなくてもい

いではないかという話にもなるわけです。

JICA の中で私が非常に不思議に思うことで、

よく言われるのは「それはスキームに合いませ

ん」という言葉です。スキームに合うか合わな

いかということではなく、成果が出るか出ない

かがいちばん大切です。むしろ成果が出るよう

に、必要であればスキームの壁を広げるなり、

なくすなりすることが大事だろうと思います。

午前中のご発表は２つとも開発調査でしたが、

開発調査の教育案件が面白いのはパイロットプ

ロジェクト、実験だということで何でもできる

という点です。つまり成果というその一点に目

標をあわせ、成果を高めるためには何をやって

もいい。だから知恵を絞って面白いことをやる

のです。しかし問題は、それをもう少し大きな

規模にしようとしたときに、JICA における今

の援助の仕組みが邪魔をしているのです。ここ

の部分を変えていかないと、今は教育の開発調

査をたくさん行っていて、それぞれが非常に面

白いのですが、そういった開発調査で出た面白

い実験結果、あるいはパイロットが展開すると

いう段階になって、大きな壁にぶつかってしま

います。

2003 年 10 月に JICA は独法化しますが、こ

の独法化を機会に是非こうしたところを改善し

ていただき、スキームやインプットにあわせる

のではなく、成果を確約するために何ができる

かという視点でこれからのプロジェクト、プロ

グラムを作っていただきたいと考えております。

萱萱萱萱島島島島：：：：ありがとうございました。基礎教育開発

では、総合的な視点を持ち網羅的に課題を把握

する必要があるというお話を伺いました。その

中で、JICA の基礎教育プロジェクトのインプ

ットを何にするのか、どのようなアプローチ、
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プライオリティのもとにプロジェクトを実施す

るのか、他のコンポーネントとどのように整合

させていくのか、ということがまず必要である

こと。その際に問題になってくるのは、JICA

もしくは日本の援助事業スキームの壁であり、

事業展開するためのルールであることがよく理

解できました。

開発調査は実証型調査の新しい試みを開始し、

これまでにない面的な展開を可能にし、地域社

会にまでおりていくことが可能になった、とい

う意味で画期的だったのだろうと思います。実

は開発調査の新たなアプローチ以外にも、例え

ば民間の力を活用した技術協力プロジェクトの

あり方や、SWAPs や PRSP との連携・協調と

いうようなドナー間の協調についても、スキー

ムの制約というくびきを抱えながら JICA では

改善の努力をしております。また、このような

お話も後ほどでるかと思います。

それでは次の方の発表をお願いしたいと思い

ます。黒田先生、よろしくお願いいたします。

黒黒黒黒田田田田：：：：本日は素晴らしい機会をいただきまして

ありがとうございます。こうやって見渡してみ

ますと、私の尊敬する教育協力の専門家の方々

が、この会場にもたくさんおられますので、私

などがお話をさせていただくのは恐縮ですし、

少々緊張もしています。私はタンザニアの開発

調査の前に、教育分野の開発調査のガイドライ

ンを作る過程に関わる機会をいただきました。

今日は、これらの経験から精一杯の話をさせて

いただければと思います。

JICA が教育分野開発調査のガイドラインを

作られたのは、1997 年のことでした。ちょう

どこの年、私どもの研究センターが設立されて、

私もそれまではアメリカに住んでいたのですが

日本に戻って来て、日本の教育協力について一

生懸命勉強しているときでした。ですが、日本

の教育協力のことを知れば知るほど、いま牟田

先生からもお話がありましたように、スキーム

の制約をいかに打ち破るかということが課題に

なりました。私は、例えば専門的なインプット

をすることよりも、このスキームについて熟知

して、これはできるのではないですか、という

ことを JICA の方に申し上げるほうが、結局は

プロジェクトが途上国のためになるような形に

なっていく、という経験を何度かしました。

ですから、この時期は、何とかこのスキーム

の問題を解決しないことには、日本の教育協力

は良くならない、本当に国際競争力のある形で、

豊富な知見を有する国際機関や他のドナーと競

合して日本の教育協力の質を高めていくことが

できない、ということを強く感じていたときだ

ったのです。ですから、ガイドライン作成を通

じて、開発調査というスキームがフレキシブル

で、いろいろなことがこの枠の中でできるとい

うことを知り、励まされた感じがしたものです。

『教育分野における開発調査ガイドライン』

は国際開発センターの田中さんや増田さんのご

尽力でできたわけですが、その検討会の中でど

ういったことを議論したか、ということを少し

ご紹介したいと思います。

まず第１に開発調査の位置づけです。もとも

と開発調査というのはマスタープランとかフィ

ージビリティ・スタディをやるためにあるスキ

ームですが、これを実際のプロジェクトのため

に使おうということだったわけです。午前中の

ご発表を聞いていただいた方々はお分かりにな

っていると思いますが、そういったことを最初

から意識しておりました。例えば実証型もそう

ですし、キャパシティ・ビルディング型といい

ますか、技術協力の側面を大きくしていくとい

う点や、知的支援として、これもキャパシティ・

ビルディングと言えるかもしれませんが、イン

スティチューショナル・ビルディングも開発調
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査の中で目指したいということでした。開発調

査はその後にプロジェクト化されなければ、た

だのレポート、膨大な無駄遣いというような意

識が JICA の中にかなりあったようですが、そ

うではなく、それ自体の実施が成果や意味のあ

るプロジェクトを目指していく。ガイドライン

策定から早 5 年、そういったステレオタイプを

打ち破るような開発調査を行い、いくつかの案

件で実現したと思います。

第２は、開発調査というフレキシブルなスキ

ームを活用して、教育課題に総合的なアプロー

チができるようなプロジェクトを目指すことで

す。これもこれまでに議論されてきたことです

が、本当に教育課題というのは質と量の問題だ

けではなく、ハードとソフトのインプット、そ

して中央と地方というような両極端な側面から

総合的にアプローチしていかなければならない

課題がたくさんあるわけです。それを開発調査

で総合的にやっていこうということを考えまし

た。

第３は、教育関係で特に重要な住民参加型の

アプローチとか、ローカルリソースを活用して

協力プロジェクトをやっていきたいということ

を議論しました。これもローカルのコンサルタ

ント、もしくは NGO に対して「現地再委託」

という形で開発調査は行うことができますので、

ある程度は実現したと思います。

第４は、1997 年にもかなりセクタープログ

ラムは見えていたわけですが、現在ますますセ

クタープログラムがアフリカを中心に強くなっ

ているわけです。これにフレキシブルに対応し

ていけるような開発調査を目指そうということ

を議論しました。これはヴィエトナムのセクタ

ー開発調査はもちろん、タンザニアの案件でも

意識しながらやってきております。

昨年カナダのカナナスキスのサミットで、日

本の小泉首相は、「成長のための基礎教育イニ

シアティブ」を発表され、日本が対外的に教育

協力をこのようにやっていきます、ということ

を表明されました。その中では、途上国政府の

コミットメント重視と自助努力支援、国際社会

との連携協調、地域社会の参画促進と現地リソ

ースの活用というようなことが挙げられており

ます。つまりは、このときのガイドライン策定

では、まさにそういった方針を先取りして、５

年前に議論をして、それが開発調査として結実

したということだろうと自負しております。

このような議論を経て、第１件目として

REDIP が行われました。第２件目には、タン

ザニアの「地方教育行政強化開発調査」が実施

されました。これは午前中にご発表のマラウイ

と同じような、スクールマッピングとマイクロ

プラニングの開発調査です。しかし、これは当

初から、単なる調査ではなくキャパシティ・ビ

ルディングのプロジェクトである、という意気

込みで「地方教育行政強化」という名称をつけ

てやってまいりました。このプロジェクトは、

先ほどのマラウイの件とある程度ダブりますの

で繰り返しにならないようにしたいと思います。

タンザニアには 110 くらいの県ありますが、フ

ェーズ 1 では、そのうちの３分の１の 32 県を

対象として、スクールマッピングとマイクロプ

ラニングを一緒に実施しました。

このプロジェクトでは、学校をどこに建てる

かということだけではなくて、午前中にご発表

があったように学校長や村の村長さん、地方の

教育行政官に協力をいただきながら教育統計と

地方の教育計画を作っていくというような作業

を繰り返してきたわけです。これは非常に大規

模な作業であったと言えると思います。

この成果ですが、私は、第１にスクールマッ

ピング本来の目的である、ニーズアセスメント

が挙げられると思います。膨大なレポートがで
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きましたが、政策立案や、ドナーの援助を形成

していくというところでも使われます。私が実

感したのは、ニーズが明らかになれば地域社会

や親が動くということでした。つまり、外から

の援助をあてにしないで、そこでできるものに

ついては改善が行われるということが、スクー

ルマッピング・マイクロプラニングの過程でし

ばらくすると起こってきました。これは非常に

面白いなと思いました。

第２の成果は、広範なキャパシティ・ビルデ

ィングが行われたことです。スクールマッピン

グというのは、マイクロプラニングも含めて、

非常に大規模な研修だと考えていいと思います。

実にこの３年間で 32 県、１万 4,000 人ぐらい

の人たちがスクールマッピングのために研修を

受けて、そのスクールマッピングやマイクロプ

ラニングに関わったという統計が出ております。

これはカスケード・メソッドで、中央でロー

カルコンサルタントをトレーニングして、その

人たちが地域に行って県の行政官をトレーニン

グし、そしてその人たちがまた村区に行って、

というような形で行っていくわけです。これは

地方分権化が教育分野で進んでいく中で、地方

の教育行政に携わる方々のキャパシティ・ビル

ディングに大きな成果を残したのではないかと

思っております。

日本に呼んで来て研修をするのは、日本の代

表的な援助スキームで、もちろん、これにも非

常に大きなインパクトがあると思います。ただ、

私も関わっておりますが、例えばアフリカの教

育行政官を呼んで来て日本の学校を見ていただ

くと、航空運賃だけで 100 万円以上かかったり

するわけです。10 人の方を毎年１回３年間呼

んで来たとして、３０人の人をトレーニングす

る費用対効果と、この１万 4,000 人の人たちを

３年間、そのニーズを目の前にしながら研修す

るというのと、やはり大きな違いがあるのでは

ないかと私は思っております。

第３の成果はソーシャル・マーケティングで

す。私は大規模な調査というのは社会運動だと

思うのです。調査といっても、いろいろな人た

ちをインボルブしているわけですので、彼らの

中で意識が高まってくるわけです。彼らの中だ

けではなくて、その周りのコミュニティ、親や

地域社会の人々が学校について知っていく、ロ

ーカルにはローカルのメディアがあって、それ

を通じ「ああ、あそこの学校は、この村は、ど

ういった教育上の問題があるのか」ということ

が、学校を取り巻く人々に明らかになっていく

わけです。そういった過程が住民や地域の行政

官の意識を高めていく。最初は正直言ってなか

なか実感できなかったわけですが、今は大きな

成果があったと考えております。

調査の中で未就学児童の登録簿を作って、ど

うして学校に行けないのかを調査することも行

いました。これは非常に大変な作業ですが、こ

の過程で、例えば村長さんが未就学児童の親を

説得するというようなことも起こりました。こ

ういったことはまさにそれ自体が効果発現にな

ったのではないかと思っております。

援助総合化への課題ですが、もちろんインド

ネシア、タンザニア、マラウイだけでなく、今

いろいろな開発調査が行われております。私は

こういった実際のプロジェクトとしての教育分

野開発調査が、JICA の全体的なスキームのあ

り方に影響を与えていく必要があるのではない

かと思います。教育分野が率先して機構改革を

やっていくのは、決して他のドナーでも珍しい

ことではありません。例えば世界銀行でもナレ

ッジ・マネジメントを最初に立ち上げたのは教

育分野でしたし、セクタープログラムでも教育

分野、あるいは保健分野が先行しています。日

本の中でもこういった議論を「教育」という、

ある種まとまりやすいところから発言していく
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ことによって、他のセクターにも広げていくこ

とができるのではないかと私は思っております。

従来型の技術協力や無償協力は、そのスキー

ムの中で一生懸命努力されて、現地のニーズに

総合的に対応していけるように、今変容してき

ているのだと思います。これからのスキームを

否定的に見るのではなくて、どうやってより良

いものにしていけるのかということを、やはり

真剣に考えていかなければなりません。プロジ

ェクト方式技術協力と呼ばれていたものが、い

まは「技術協力プロジェクト」という形で総合

化が進んでおります。また、無償資金協力こそ、

援助の総合化のためには、まさに大きな可能性

があります。いま牟田先生のほうからお話があ

りましたように、「ソフト無償」というような

ことを是非、実現していくことが必要ではない

かと思います。

理想的には技術協力と無償が合流すること。

これも豊間根さんから「知識とお金」というお

話があったわけですが、これは非常に重要なこ

とです。知識とお金を一緒にすれば何でもでき

る。しかし実際には、もう１つ非常に必要なも

のがあるのです。それは知識とお金と「やる気」

が必要なのです。このやる気というのは精神論

ではなくて、いかようにでもプロジェクト形成

の仕方によって喚起することができるものだ、

ということに、タンザニアでの開発調査を通じ

て実感いたしました。ですからプラスアルファ、

技術協力と無償が、知識とお金が、一緒になり、

もっとフレキシブルにプロジェクトを形成、運

営していくことによって、やる気もプラスされ

る、ということを実現していかなくてはならな

いのではないかと思います。

また、援助総合化のためには優秀な国内リソ

ースが必要です。このためには、やはり市場の

形成が必要であり、民間コンサルタントの方々

が育成されていくことが必要です。また、少し

我田引水ですが、国立大学の方も独立行政法人

化を控えておりますので、こういったことに果

敢に参入していかなくてはいけない。また、こ

れは後で広田課長の方からご説明があるかと思

いますが、NGO と JICA が対等なパートナー

シップを築くことによって、NGO が事業を受

注してやっていかなくてはいけない。これによ

って援助の総合化が進んでくるのではないかと

思います。

それから最後に、援助総合化を考えるときに

最も重要なのは、例えば顔の見える援助、国民

参加型の援助、援助の国益論、日本の教育経験

の活用などは、近ごろの援助の議論の中でキー

ワードになっている言葉なのですが、これと援

助の総合化がどのような関わりを持つのかとい

うことを詰めていかなければならないと思って

います。これについては一つひとつ話をしたい

のですが時間の関係で省略します。総合化とい

うところだけを見てみますと、現地のニーズの

ことだけを考えていくと、いまのキーワードと

いうのは矛盾するというか、対立概念として捉

えられることもあるのかなというところがあり

ます。援助の総合化は、長期的に見ていけば国

益に対しても、国民参加型もできると思います

し、顔の見える援助にもなっていくだろうと思

います。しかし、短期的には難しい。二国間援

助である以上、国民の税金を使って援助をやっ

ていくわけですので、そういった議論と合わせ

た形で援助の総合化・効率化を考えていくこと

が、とても重要なことではないかと思います。

萱萱萱萱島島島島：：：：ありがとうございました。ここ数年の間

に始まりました教育分野の開発調査の先駆的な

事例、例えば総合的な取り組みや地域社会にア

プローチする取り組みなどというところからお

話を始めていただき、もう少し大きい話、例え

ば教育協力分野の国内リソースをどのように育
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成するか、日本の教育経験を援助の中で活かし

ていく必要があるのかないのか、さらには、教

育分野が援助の改革の扉を開くのではないかと

いった非常に心強いお話もいただきました。

また、いくつかの論点は後ほど予定しており

ますフロアとのディスカッションの中でも、取

り上げられる部分があると思いますので、続け

て神長先生のご発表をお願いいたします。

神神神神長長長長：：：：私は「セネガル国子供の生活改善計画調

査」に作業監理委員として参加しております。

いま３年計画の中の２年目を走っておりますの

で、まだその過程です。私は本来、文部科学省

の中の幼児教育課という所で、いわゆる日本の

幼稚園の先生のための研修を企画したり、小中

学校でいいますと「学習指導要領」ですが、教

育課程の基準を示す「幼稚園教育要領」という

ものを改定したり、それをより良く広めるとい

う立場での仕事をしております。

私は午前中からここにおりまして、先生方や

パネリストの方々のお話をたくさん聞かせてい

ただきながら、私の知らない言葉がいくつも飛

び交いましたが、ある意味では国際協力という

立場というよりは、日本の教育の中で教育の充

実をいかに図るか、という立場から仕事をして

きた人間ですので、ちょっと角度を変えた形で、

今回の「援助の総合化」についてお話をさせて

いただきたいと思っております。

私はこういった国際協力に携わったのは今回

が初めてで、私の担当は就学前の教育ですので、

積極的にできることは支援していこうという立

場から関わってはいるわけです。就学前教育援

助というのは新しい分野ということですし、私

自身も初めてですので、手探り状態でここ１年

半から２年近くの関わりとなります。

セネガル国の生活改善計画調査についてちょ

っとお話をしますと、子供たちが置かれている

生活環境を分析把握するということ、もう１つ

は子供センターという、日本で言いますと幼稚

園、または保育所の両方を含んだような形の子

供センターを４カ所設立し、それを運営すると

いうことが主な仕事です。私が特に専門として

関わっているのは、子供センターの設立にはど

ういったことが必要なのかという教育の内容と

教員の資質の向上に関して、必要なことをアド

バイスしていく仕事をしてまいりました。

今年、11 月、12 月と続きまして、４カ所の

うちの２カ所が開園いたしました。大変な好評

で、大勢の親子が集まり、地域に根ざしたとい

う意味では大変成功しているのではないかと思

っております。まだ途中ですので、この辺りは

最終的な報告書を見ていただければと思います。

これまで参加しながら感じたことをいくつか

お話したいと思います。体験を話すような形に

なりますが、そこから先生方に問題を掘り下げ

ていただければと思っております。

やはり最初の段階として、一応いろいろな状

況を聞きます。セネガル国では就学率も低く、

なかなか識字率が上がらない状況にあるとか、

いろいろな状況について聞きます。私は教育分

野に長くおりまして、特に学校教育、その中の

幼稚園教育という枠の中におりますと、数字を

たくさん言われまして日本とはだいぶ違うこと

は分かるのですが、実感できないのです。

子供センターというのは、いわゆる３歳から

５歳に関しては幼稚園の教育機能を持ち、０歳

から２歳の子供たちは親子で登園をしながら子

育て支援や母子保健に関わる事業を行う０歳か

ら６歳までの教育福祉施設です。

その施設に対してどのような機能を整えてい

かなければならないかが気になりましたが、そ

れに携わる専門家にはどういう方がいらっしゃ

るか、カリキュラムに関してはどうかという回
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答は全くありませんでした。それは住民の中に、

いわゆる幼稚園に通った人が全くいない地域に

つくられるので、何をする施設かという理解が

ないのです。手探りの状態で作業監理委員会が

何度か開かれましたが、全く日本とは事情が異

なるので、初めは何を助言したらよいのか分か

らなかったのです。

昨年３月に１週間、現地調査に参加しました。

そこで初めて「何もない」というところで、ど

うやって子供センターを設立して、その運営を

自分たちの力で行っていくところまでこぎつけ

るのか、どのようなプロセスを踏まなければな

らないのかについて理解できました。今まです

べて並列してきたものが、現地調査の中で初め

て自分の中で整理できてきたということが正直

なところです。見てすべてが分かったというよ

りは、むしろコンサルタントの方が、ここが候

補地です、この候補地の中ではこういう傾向が

ありますと、その地域に行っていろいろ情報を

くださるので、「住民の方がここまで意識があ

るのであれば、こういったこともできるのでは

ないでしょうか」という助言ができる段階にな

りました。

住民の方々にこれは自分たちのための教育施

設であって、自分たちの子供たちの幸せのため

にある施設なのだ、ということを実感していた

だくことが何よりも必要なことであるし、そこ

に何よりも力を入れなければいけないのだとい

うことを実感しました。建物は JICA で建てて

いますが、それを運営するのは自分たちですし、

３年間経ったら自分たちの力で運営費も賄って

いかなければいけないわけですので、やはり自

分たちのものなのだ、ということをいかに理解

してもらうかということ、その一点に絞って話

を進めていこう、ということを現地調査の中で

実感しました。

「啓発活動」というのだと思うのですが、こ

の中で、「日本の幼稚園教育を紹介するものを

持って来てくれ」と JICA の方から言われ、私

が持って行ったのは皆さんの所にお配りしてあ

るパンフレットです。これは、このために作っ

たというよりは、日本の幼稚園教育充実のため

のパンフレットで、いちばん活用できるもので

はないかということで持って行きました。「教

育要領」の英訳を持って行くこともよいのです

が、住民の方に理解してもらうためには、やは

りみてすぐ分かるビジュアル的なものと思い、

パンフレットを活用しました。[資料-８]

このパンフレットそのものは、日本の幼稚園

教育のために作ってありますので、幼稚園教育

には教育要領がありますよ、幼稚園の先生の資

格はこうですよ、指導計画を立てなければいけ

ないのですよ、と説明的に書いてあるのですが、

現地の方にいちばん理解していただいたのはこ

の写真の部分、特に幼稚園の子供たちが活動し

ているところです。ピンクとブルーの２段にな

っていますが、この写真の上のピンク側にあり

ますのは子供たちが幼稚園で活動している姿で

す。下は、先生がする仕事ということで分けて

います。もちろん日本語が通じませんので、こ

の写真を見ながら説明しました。

その中で、総合化というよりは相手にあわせ

た援助が必要だと思ったことは、幼稚園教育の

専門家という立場からすると、どうしても目的

はこうですよ、方法はこうですよ、というとこ

ろから入ってしまうのですが、住民の方がいち

ばんここの中で関心が寄せられた写真は右端に

あります、おじいさんが子供たちと話をしてい

る場面です。折り紙をしている場面ですが、「こ

れは誰か」と聞かれたので「これは地域の方が

幼稚園に来て子供たちと一緒に活動しながら、

子供たちも楽しい、おじいさんも楽しい、そう

いう生活をしているのですよ」と説明をすると、

「これはとてもいいことだ」と、とても関心を
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持っていました。

つまり、セネガル国でも就学前教育施設を持

つということは大変嬉しいことなのですが、同

時に、セネガル国に従来からあるものをどう引

き継いでいくかということに関心を持っていた

わけです。自分たちも幼稚園の中に入って一緒

に活動することができるのか、ということから

この話が広がったということがありました。

いろいろなことをやらなければならないし、

日本のこれまで 100 年間の学校教育の蓄積を提

供していくというとき、どこからどのように提

供していけばいいのか分かりませんでした。し

かし、きっかけを作ったのは、現地調査で相手

と話しながら、相手は何を求めているのかとい

うことに初めて気づき、今度はそれにあわせて、

こういう関係をつくるためにはどの様な援助の

仕方が必要なのか、という話ができたというこ

とです。

どうしても、あれもしてあげなければ、これ

もしてあげなければと思ってしまうのですが、

やはり相手が必要なもの、相手が求めているも

のに対して確実に、これはこうすればできると、

相手にあわせて提供していくことが大変重要で

あることを１週間の現地調査で本当に実感いた

しました。

あれもこれもと言うよりは、幼稚園に毎日子

供たちが来る、親子が毎日充実した生活ができ

ることを理解できたときに、法律も必要になる

だろうし、いろいろなものが必要になってくる

わけです。充実した援助をするためには、相手

国にある何を活用したらよいか、何がいちばん

必要なのかについて、相手にあわせて考えてい

くことが必要ではないかと思いました。また、

焦点化した確実な援助ができるのではないかと

思いました。そういった意味でパンフレットを

フルに活用した実践です。

今感じていることは、その後カウンターパー

トの方が日本に来て、日本の教員養成や教育委

員会の制度、幼稚園の実態、保育所の様子など

をすべて参観して帰りましたが、３年間という

のは非常に短いと思います。学校教育でも小学

校教育は割合目的がはっきりしており、方法も

ある程度共通な部分があるので伝わるのだと思

うのですが、特に就学前教育、幼児期の教育と

いうのは、世界をいろいろ見ますと、それぞれ

の国の、いわゆる子育て文化によってずいぶん

違うのです。

また、小学校教育との関連についても、幼稚

園と小学校の関係がそのまま現地の中に溶け込

んでいくわけではなく、やはり現地の学校教育

の考え方の中に求められる幼稚園教育というも

のがあると思います。そういった意味も含めま

すと、３年間という期間で幼稚園が全くない地

域に就学前教育を立ち上げて、その施設を作り

運営をすることは非常に難しいことです。限ら

れた期間の中でできることしかできないと割り

切っておりますが、本当に大変だなと思います。

実際に調査団の方が「よく２年半で開園まで

持ち込んだな」と感心しています。本当に短い

と思います。特に教員の養成に関しては、全く

素人の方が、ある資格を持って行くわけですの

で、３年間では難しいと思います。今の段階で

は、限られた中でしていかなければいけないと

いう JICA の支援の方法があるわけで、期間が

短いのは仕方がないと言われればそれまでです。

ただ重要なことは、教員の資質の向上を常に

考えることです。教育が定着していくのには非

常に時間がかかると思います。日本の教育の中

でも１つの考え方が定着していくのには、やは

り 10 年かかるといわれている中で、３年間で

一つの業を成し遂げていかなければなりません。

そのことを思いますと、やはり熱意を持った先

生、いわゆる教員の資質というものを確保して

いくことが必要ではないかと思います。教師と
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しての使命感とか熱意を持っている、そういう

人たちを育てていく。そういう人たちに対して

は、その後も末永く援助していくような支援が、

何年かして花が開いていくようになるのではな

いかと思っています。

子供センターに関して言いますと、まず地域

の人を活用しながら研修を行い、その方々が今

教師として、保育士として活躍しております。

やはり、そういった人々が自分たちの地域の子

供たちのために一生懸命やっていこうという気

持を持つことで、この子供センターのプロジェ

クトが成功するのだと思うのです。ですから、

できるだけそういう人たちが活躍できるような

支援の仕方も考えなくてはいけないのではない

かと思います。

私の立場から言いますと、教育という立場か

ら、セネガル国のこういったプロジェクトに参

加して、日本とはずいぶん異なることがあり、

その国の実情に応じた援助を考えねばならない

ということを実感したということを報告したい

と思います。

萱萱萱萱島島島島：：：：ありがとうございました。就学前教育は

いま基礎教育分野で非常に脚光を浴びてきてい

る領域で、JICA としても就学前教育の開発調

査はテーマとして非常に新しく、手探りで始め

ている状態です。その中で個別のニーズをどの

ように現場で把握し、かつ日本の姿を見せなが

ら、いかに現地の人々にオーナーシップを持っ

て自分たちのニーズを認識してもらうかという

作業に直接関わっていただき、ご苦労をしてい

ただいているところだと思います。続きまして、

廣田課長からお願いいたします。

廣廣廣廣田田田田：：：：私は２つ肩書きがあります。一つは分野・

課題別ネットワークの「教育」チームというも

のが JICA の中にあり、本日の会議を主催して

いるのがこのチームです。まずチーム長として、

皆様方ご参集いただきましたことに対して御礼

申し上げる次第でございます。

もう１つの肩書き、こちらがよりオフィシャ

ルな肩書きということになろうかと思うのです

が、社会開発協力部の社会開発協力第２課長と

いうことで職務をしております。本日は開発調

査について様々なお話をいただいているように、

今回のシンポジウムの名称は「基礎教育協力の

新しい潮流−援助の総合化に向けた取り組み」

ということですが、新しい潮流というものがあ

るとしたら、多分、古い潮流というのもあるの

だろうと、また、総合的でない断片的な援助も

あるのだろうなと薄々お感じになっておられる

かとも思います。その古い潮流の代表的なもの

として恐らく想定されますのが、従来の「プロ

ジェクト方式技術協力」です。今は「技術協力

プロジェクト」と名称も変わり、若干柔軟にな

ってきておりますが。

本日は開発調査の方で非常に素晴らしい事例

の発表がありましたので、それへの対抗上、チ

ーム長ではなく、技術協力プロジェクトを主管

しております社会開発協力部の課長として、技

術協力プロジェクトについてもお話を申し上げ

たいと思います。

資料「パネルディスカッション「JICA 教育

セクター協力の方向性と課題」−技術協力プロ

ジェクトによる基礎教育協力について−」に沿

ってお話いたします。［資料-7］先ほどからス

キームのお話がありましたが、スキームという

のは独特な言葉ですけれど、技術協力プロジェ

クトというのは形が非常にカチッとしていて、

専門家の派遣・機材の供与・研修員の受け入れ

という３点セットです。先生方等の専門家の派

遣、教育の場合はあまり大規模な機材の供与は

ないのですが、機材の供与、研修員の受け入れ

です。それから、PDM（Project DesignMatrix）
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で活動計画を定めて、プロジェクトの成果はこ

れ、目標はこれ、それによって達成される上位

目標はこれ、ということで最初に枠組みを定め

て３年なり５年なりの長期にわたって継続的に

取り組むというものです。

最初の柱として「基礎教育分野での協力の歩

み」とありますけれども、実は、今行っており

ます教育協力については全て「理数科教育プロ

ジェクト」なのです。フィリピンに始まってケ

ニア、インドネシア、ガーナ、カンボディアと。

その中身としていろいろあるかと思うのですが、

「１、基礎教育分野での協力の歩み」の（２）

にその特徴を挙げています。途上国の授業も「知

識伝達型」といいますか、悪い言葉で言うと「暗

記詰め込み型授業」のようなものから脱却して

実験を重視したような理数科教育に改善しなけ

ればいけない。それによって学力が向上し、教

育の「質の向上」を図ることが重要であるとさ

れるわけです。

ただ、質の向上というのも点みたいなことで

はいけないわけで、専門家の派遣や機材の供与

はかなり大がかりなものになるものですから、

億単位の投入に見あう、全土に普及を期待した

り、大きな州をいくつかカバーするなど、面的

な「量の拡充」が必要になってきます。なおか

つ、全てを同時に達成するのは非常に難しいこ

となのですが、プロジェクトが終了した後も「持

続的」に定着して発展していくためには、教員

養成課程と現職研修の両方を対象とするような

包括性も求められます。

そうしますと、プロジェクトもかなり大規模

なものになって、専門家として理科や算数の先

生を何人も派遣します。国内支援体制としても、

いくつか教育系の大学あるいは学部などにコン

ソーシアムを組んでいただいております。一方

で先方政府も、現職教員研修などを新たに主催

し、毎年開催してもらうことになると、予算等

の恒常的な負担も相当大きなものになります。

ある種、非常に大がかりなやり方でやってきて

いるわけです。この理数科教育プロジェクトは

今、世界各地で盛んにプロジェクト形成が進め

られておりまして、私の立場としては、これを

どんどん振興するということかもしれません。

私は文部科学省から出向して、一昨年の７月

から１年半ぐらい JICA で働かせていただいて

いるわけですけれども、我が国の優れた理数科

教育を途上国に広めるようなこと、それは少し

大袈裟な言い方かもしれませんが、そういうこ

とにも努めることが期待されているのかも知れ

ないと思います。日本の理数科教育は国際的に

も確かにレベルが高く、到達度テストは世界的

にトップクラスにあるわけです。それで現在の

日本の高度産業社会が実現しています。この素

晴らしい日本の理数科教育を途上国に普及する

と、必ずやその経済社会の発展に役立つであろ

うと、そういう論理があるかと思うのです。

しかし、私は JICA に参りまして、「暗記詰め

込み型授業からの脱却」とか「学力の向上」と

か、今申し上げたような要素がいろいろ言われ

ていることについて、少し疑問を持つようにな

ってきました。「２．検討すべき諸問題」とし

て書いていますが、実際、日本が国際的に高い

学力レベルを維持しているのは確かなのですが、

それはどちらかというと知識伝達型の授業、40

人位の学級で先生が「こうだ」と教える、そう

いうやり方の持つ有効性が案外と強いのではな

いかと思います。

それで、国際到達度評価テストで非常に示唆

深いものが出ておりまして、ご存知の方が多い

かと思いますけれども、成績では非常にトップ

クラスだけれども、理数科嫌いでもトップクラ

スだというねじれ現象があるのです。そういう

ことで、理数科を好きになってもらわないとい

けないと、児童中心型の授業や、興味深い実験
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をする等の試みが展開されています。

理科や算数を好きになってもらうというのは、

非常に高度な産業国家として存立している日本

として大事なことです。深い意味でサイエンス

に関心を持って理解してもらう。いま産業社会

で日本はトップランナーの位置に来ているわけ

ですけれども、これまでキャッチアップで欧米

の製品を安い労働力で一生懸命作っていて、こ

れからは自分で作っていかなくてはなりません。

そのためには「サイエンスする心」みたいなも

のを子どものうちから育てなければならず、そ

のため児童中心型の授業で実験にも力を入れて

きているかと思うのです。

しかし、それは直接的な学力というレベルに

必ずしもつながらない、平均的な学力を上げる

という面では一斉授業型のほうが効率的な面も

あったりするわけです。途上国でプロジェクト

として行っていることが日本の「確立した経

験」かどうかというと、必ずしもそうではない

面もあるように思います。

理数科教育を導入する意味としても、高度な

産業国家としての日本では非常に大事だけれど

も、途上国では、平均的な底上げが大事かと思

うのですが、そういう面で検討すべき課題があ

るのではないかと思っているのです。

だからといって、やっていることは意味がな

いということでは決してなく、理科をする心、

数学をする心を育てる、これはものすごく大事

なことです。ただ、それは日本の特別な確立し

た経験とか知見、比較優位ということではなく

て、世界的な潮流として取り組みが進められて

いることでもあろうかと思うのです。だからこ

そ普遍性があって、途上国でもそういう芽を育

てることは大事でしょう。子どもたちに学ぶ喜

びを提供し、充実させることは意味のあること

だろうと思います。しかしそれは、日本の確立

した固有の知見を途上国に移植して産業を発展

させるということでは必ずしもないと思ってお

ります。

また、「児童の創造力を伸ばすような授業」、

あるいは「児童中心型の授業」というのはそこ

だけ切り取って移転できるようなものではなか

なかないわけです。これは、教える側の力量が

要るわけです。子どもに自由に討議させて、あ

るいは、子どもに自由に質問させて、「それは、

なかなかいいアイディアだね。でも、こういう

考えもあるんじゃないかな」と、ミスリードし

ないようにうまく受け止めてやる。実験などを

行っても期待どおりに出ないこともあるかと思

うのですが、そういうこともうまく説明しなが

らリードしていく。先生自身が深く理科や算数

を理解して、なおかつ献身的に子どもたちの主

体性を尊重しながら導いていく必要があります。

そういう意味で、実はものすごくハイレベルな

もので、この難しさを十分に理解することが非

常に重要であると思います。

日本でも、最近、総合的な学習の時間が導入

され、あれは本当にすべてが応用編みたいなも

のですけれども、導入に当たって教育現場では、

「何をしたらいいんだ」という戸惑いの声が現

在もあるかと思うのです。それと同じことで、

こういう児童中心型学習の授業は、先生の力量

が高くないと難しい。そういうことをよく見極

めて行う必要があるでしょう。

それから、２の（３）で、世界的な潮流とし

て「EFA（Education for All）」という万人の

ための教育、教育の機会拡充が非常に大事だと

提唱されているわけですが、このような問題に

対しても技術協力プロジェクトとして対応して

いかなくてはならないのではないでしょうか。

特に昨年、世銀が強力に FTI（Fast Track

Initiative）として、EFA の 2015 年までの達

成を目指して、各ドナーはとにかくファンディ
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ングを強力にしてくださいと言っていて、こう

した流れに技術協力プロジェクトも対応してい

かなくてはならないのではないかという問題が

あります。そこで、今までは理数科教育プロジ

ェクトの形成を進めていただいているわけです

が、それだけでよいのかということも考えざる

を得なくなってきています。

そこで「３．技術協力プロジェクトの新たな

展開」ですが、まず目標を限定して投入を絞り

込む、事業の「意味」の再検討をするというこ

とが大切です。児童中心型の授業は難しいれど

もとても大事なことであるので、そういうこと

を十分認識したうえでやりましょうと。ですか

ら、新しいエジプトのプロジェクトでは非常に

小さい規模で、面的な広がりをいきなり求める

ことをしません。それは往々にして不適切な混

乱を招くことにつながりかねないということで、

ある程度慎重に行わなければなりません。

それから、ホンデュラスの算数教育向上プロ

ジェクトは、算数で落ちこぼれている子どもが

たくさんいて、そういう子どもたちに役立つよ

う、教師が手軽に使えるような指導書を作りま

しょう、というプロジェクトです。そういう意

味や規模などの趣旨を個別によく考えて、理数

科教育プロジェクトを展開していきます。

次に（２）ですが、「理数科」以外の技術協

力プロジェクトをいろいろやりたいと考えてお

ります。ここに書いてあるものはすべてこれか

ら始めるもので、まだ構想の段階です。グアテ

マラの「楽しい学校」プロジェクトは、今日の

REDIP 的な考え方もありまして、住民の発意

を支援するような形で学校の質をよくしていく

ことができないか、エティオピアの住民参加型

小学校建設プロジェクトでは EFA の要請にも

っと直接的に対応したいと考えております。た

だし、NGOが行っているものとどう違うのか、

話が長くなるので割愛しますが、いろいろ考え

なくてはならない課題もたくさんあります。

（３）として「公募型」の技術協力プロジェ

クトの試みがあります。これはネパールとアフ

ガニスタンと２つあります。もう公募を締め切

っているのですが、ある程度幅広いテーマを掲

げて、NGO だけではなく会社や大学なども含

めて提案をしていただきます。例えば、ネパー

ルで基礎教育の改善で何かできないか、という

ことでテーマを掲げて、これから審査をします。

最もよい提案をしていただいた所を採択させて

いただき、一緒にプロジェクト形成をして、実

施は責任を持って行っていただくという、そう

いう国民参加型の技術協力プロジェクトをやる

ということも考えています。

最後に、目に見える「成果」を上げることは

なかなか難しいことだと思われます。私は文部

科学省でも、実は初等中等教育に直接携わった

ことは一度もなく、教育委員会では文化課長を

しておりましたが、教育の質ということがいか

に難しいことかは何か肌身的に感じられるもの

があるように思っています。

先ほどの神長先生のお話の中で「善意の先生

方を育てて、そういう人たちを支援していくこ

とが大事だ」というお話があったのですが、全

くそれに同感で、そういう面がものすごくある

のだろうと思います。そういうものは数字的に

も測りにくく、すぐに目に見える形での成果を

上げるのも難しいのですが、だからといって「や

らない」ということでは決してないと思うので

す。数字も大事だとは思うのですが、子どもた

ちや地域の住民の方々など生身の人間が受益者

として本当に喜んでいただけるようなプロジェ

クトをできるだけ行っていきたいと思います。

そういったことを古い潮流の技術協力プロジェ

クトとしてもいろいろ考えているところですの

で、どうかよろしくお願い申し上げます。
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萱萱萱萱島島島島：：：：教育開発を考えるときに避けて通れな

いのが、教育とは一体何なのだろうか、誰のた

めの教育をしているのだろうか、何が一体よい

教育なのだろうかというような視点だと思いま

す。この点は今まで、どちらかというと援助の

スキームの話とか JICA の制度の話もからめて、

開発調査もしくは地域社会との関わりの話を議

論してきた中では、あまり中心にはふれていな

かった部分ですが、今指摘していただいて、非

常に重要な部分だと思います。それは、日本の

子どもたちや日本の教育を見ても、まさに私た

ちが日々感じていることであって、それと同じ

ような視点を途上国の教育を見るときにも持っ

ていかないと、どこかで大きく失敗してしまう

ところもあるのかなと個人的にも感じておりま

す。

技術協力プロジェクトサイドのほうでも古い

流れというお話がありましたが、いろいろ変わ

ってきております。本日は細かい点についてふ

れていただく時間はありませんでしたが、また

いつか機会を改めて皆様とも議論したいと思い

ます。

質質質質疑疑疑疑応応応応答答答答

萱萱萱萱島島島島：：：：パネリストからの発表が終わりましたの

で、是非ここで参加者からのご質問やご指摘、

もしくはご提案などをいただいて、インタラク

ティブな時間を持ちたいと思います。挙手をし

た方の中から５人の方に発言していただき、そ

れに対して４人のパネリストそれぞれがまとめ

て回答するという形で、少し効率的に進めさせ

ていただきます。ご意見ご質問ご指摘などござ

いますでしょうか。

参参参参加加加加者者者者：：：：マラウイ教育行政アドバイザーの中

山と申します。パネリストの先生方に伺います。

今日のシンポジウムのテーマである「援助の統

合化」ですが、個々のスキームを単発で行うの

ではなく、いろいろなメニューを組み合わせて

実施していかないと、教育の問題というのはな

かなか質もアクセスも向上できない、というお

話には私も非常に同感です。

私はアフリカをベースに活動しておりますが、

実際にモダリティの変化というか、援助も日本

のやり方では受け入れられません。統合化とい

うのは、その中で調整がうまくいけば非常に望

ましいことだと思うのですが、実務的な問題と

して障害になっているのが、各開発パートナー、

昔ドナーと呼ばれているところの投入のタイミ

ングです。共通の目標を持っている、アプロー

チも同意はできた、では実際やりましょうと言

ったときに、なかなか投入のスケジュールがか

み合わなかったり、アプローチの中身もそれぞ

れの文化にあう方法があったり、そこにはコミ

ュニケーション不足や、相互の理解不足という、

非常に基礎的なことが障害になっているような

気がしてなりません。

世銀や USAID、DFID などが、アフリカの

私がいる国では特に DFID などがイニシアティ

ブを取っているのですが、彼らもはっきりと統

合化に向けた取り組みを行っています。方法と

しては自分たちの方針を明確にして、それに周

りの人たちを巻き込んでいくというものです。

日本が今後もっと取り組まなければいけない

ことは、フレキシブルな開発調査の形態で、日

本の今後の取り組みをもう少しオープンに、は

っきりと国や事務所なりがもっと明確にしてい

って、開発パートナーとのドナー調整会議など

でもイニシアティブを取っていく、そういうこ

とが今求められているのではないでしょうか。
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自戒も込めて、なかなかイニシアティブを取

り切れません。それはなぜかというと、本部な

り日本をバックとして「これでやっていきま

す」と現場でなかなか発言ができるところまで

いっていないのではないかと思っております。

今後の方向性に関して、日本の援助の統合化だ

けではなくて、他のドナーも含めた形で、援助

全体について日本として全体的に発言していか

なければいけないのではないでしょうか。以上

の意見に関し、今いらっしゃるパネリストの

方々にそれぞれご意見を伺います。

また、廣田課長が目に見える「成果」という

のは難しいが、「やらない」ということでいい

のかとおっしゃいましたけれども、到達目標を

持たない教育というのは存在しないのではない

かと私は思います。それぞれの授業には目的が

あって、それを子どもたちが理解することが、

その授業を行う目的です。教育開発のプロジェ

クトに関してももう少し、子どもたちの成績が

どれだけ上がるかという視点や評価を増やした

ほうがよいのではないでしょうか。就学者数が

伸びるとか、先生として研修を受けた人たちが

増えるなどもいいのですが、最終的には、子ど

もたちの学習能力が目に見えて上がらない限り

は、教育の支援というのもどこかポイントを外

しているのではないかと思います。

今後の「新たな展開」の中に、「目標の限定

と投入の絞り込み」とありますが、その中にも

っと、学校や子どもたちの学習能力の向上をプ

ロジェクトの目標として、はっきりと掲げても

よいのではないかと私自身は思います。それに

ついて、パネリストの方にもご意見を伺いたい

と思います。

参参参参加加加加者者者者：：：：国際協力銀行の吉田と申します。本

日のシンポジウムのテーマが「基礎教育協力の

新しい潮流−援助の総合化に向けた取り組み」

ということで、開発調査などにおける従来の取

り組み方法と比べた場合の革新的な部分と、そ

こから得られる今後の方向性についてこれまで

議論されてきたかと思いますが、「総合化」と

いうふうにテーマづけすると、少し他スがずれ

た問題提起になっているような気がしました。

むしろ牟田先生がご指摘されたような、今後

の援助の中での成果重視、インプット・アウト

プットということよりもアウトカムに向けた取

り組みとして何を注意しなければいけないのか、

その中で、総合化ということでいろいろ出てく

る示唆の少しずつがアウトカム・オリエンティ

ッドの中にどう反映されていくか、というよう

に見ないと議論が収束していかないのではない

かという印象を覚えました。

順序が逆になりますが、国際協力銀行という

所からこれまでの教育協力の取り組みを眺めて

見た場合と、今回こうして JICA さんの取り組

みの流れと今後の見据え方というところを比較

しますと、非常に中身の充実した議論になって

きています。それは、これまでの取り組みから

十分に教訓をくみとって、あるいは世の中の趨

勢を非常に的確に把握されて、今後の取り組み

の方向に向けているということで、非常に素晴

らしいことだと思います。しかし、仮に総合化

ということでくくった場合、例えば、支援の中

身を総合化するということなのか、あるいは中

身といってもいろいろな切り口があって、アク

セスの向上からラーニング・アチーブメントも

含めた質の向上や教育、行政、学校レベルでの

運営の改善などを指す総合的な意味なのか。そ

れとも、廣田課長のお話の中から読み取れたよ

うな、学校現場でのスクール・エフェクティブ

ネスといわれる、より児童中心の視点での総合

化なのか。聞いているうちにだんだんわからな

くなってきたように感じました。

それから、総合化というと、REDIP で行っ
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ていたような地域拠点型の手法と総合化という

言葉はどの様に捉えたらよいのか。あるいは、

我が国が持っている比較優位性というものがあ

るのであれば、それをどのように効果的に援助

の中に取り入れ、そういうものと総合化はどの

様に結び付けたらいいのか。おそらく、JICA

さんだけで全部やるという意味での総合化とい

うことではなく、いろいろなパートナーとアウ

トカム・オリエンティッドに向けて協調してい

くための仕組みづくりも早急に着手しなければ

いけないのではないか。

最初に申し上げましたように、成果を確実に

実現することを、側面から我々がどのように支

援できるのかということに向けて議論を進める

と近道なのかな、と感じた次第です。質問の部

分もあるとは思いますけれども、コメントとい

うことで締めくくらせていただきます。

参参参参加加加加者者者者：：：：筑波大学大学院地域研究科の細川と

申します。本日はいろいろなお話をお伺いでき、

とても勉強になりました。ありがとうございま

した。

プロジェクトにおける案件の計画立案におけ

る調査の重要性についていろいろとお話があり

ましたが、牟田先生がおっしゃったように、成

果の重視ということで、その成果に対する調査

も重要になってくると思うのです。特に、教育

分野の成果においては、先ほど廣田様がおっし

ゃったように、なかなか目に見えない部分が多

いと思うのです。そういった成果に対して、量

的な調査だけではなくて、質的な部分での成果

に関する調査を JICA で行っていることがあり

ましたら教えていただきたいと思います。よろ

しくお願いします。

参参参参加加加加者者者者：：：：国際協力銀行の桜井と申します。今

回例に挙げていただいたマラウイとインドネシ

アの調査については、どちらも地方分権という

コンテクストがあっての調査だと理解しており

ます。どちらも非常にうまくいったという話で、

特にマラウイですと教育のプランニングが最初

にできて、他のセクターが教育で行った手法を

取り入れて地方の開発を進めていくということ

です。教育は、途上国の場合ですと必ずしもそ

うではないかもしれませんが、皆、一応学校に

行ったことがあって、学校という所がどういう

ところかわかっていて、かつ、目的も結構明確

で、その計画作りが非常にやりやすいセクター

なのかなと思います。

援助のプロジェクトを行うときに、とっかか

りとして教育が非常に有効だと思うのですが、

教育セクターでの計画づくりのノウハウを他の

セクターにも移転していくなり、または地域を

巻き込んだ形での開発を行っていくという点で

の教育セクターの役割という視点から、今後の

JICA ないしは日本がどの様に取り組んでいっ

たらいいか、ご意見などをお聞かせいただけれ

ばと思います。

萱萱萱萱島島島島：：：：ここでパネリストからの発言をいただき

たいと思います。特に関連する部分を中心にお

願いします。

牟牟牟牟田田田田：：：：すべてについてはお答えできないと思い

ますが、何点かだけお答えをしたいと思います。

中山さんから、国際協調ということで、JICA

がもう少しイニシアティブをとるにはどうすれ

ばいいかというご発言があったかと思います。

午前中に豊間根さんから、REDIP の成果がア

ジア開発銀行や USAID で利用されているとい

ったお話もありました。

REDIP の場合には、初めての開発調査とい

うこともありまして、成果についてはできるだ

け英語でレポートを書く、中間の発表について
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もワーキングペーパーを書くことで、成果を明

確に出し、それを広報するよう努めました。「何

かやっていますよ」というだけではなくて、各

節目で成果について英語でレポートを書きドナ

ーに配るということを行っていました。

そうした活動でプロジェクトを行っているチ

ームも自信がもてますし、他人に宣伝する内容

ができるということだと思います。成果という

実績があれば、他のドナーに対しても非常に強

い意見が言えるということです。実績がないの

に、他のドナーに自分の意見を言って言い伏せ

るということはなかなかできることではありま

せん。大事なことは、自分たちが実績を上げて、

それを今の時代ですから英語のペーパーにまと

めて常に広報活動をする。そのような背景の中

で、ドナーミーティングがあればずいぶん発言

の力が違うのではないかなと思います。これか

らどのプロジェクトもそういったことを考えて

いくべきだろうと思います。

それから、教育のプロジェクトの成果が出る

には時間がかかるということで、成果について

はなかなか難しいというお話もありました。例

えば、10 年待ってくれといったようなことで

す。しかし、10 年待てといって納税者が納得

するかというとそうではない。確かに、教育の

成果ですぐに成果の出ないものはあります。そ

れをどうするかということです。

私がよく例に挙げるのですが、例えば種を蒔

いて水をかければ 10 年で大木になります。し

かし、１年か２年すれば、少なくとも双葉ぐら

いは出るはずです。そうしたら、この双葉を見

て「１年、２年で双葉が出た。あと８年待てば

これが大きな木になる」と言えば誰もが納得す

ると思うのです。１、２年経っても双葉も出な

ければ中で根腐れしているのです。それは 10

年経っても何も出ないということだと思います。

例えば、先ほど廣田課長が「受益者が喜ぶ」

ということをおっしゃいましたけれども、私は

これは大事な双葉だと思います。成績という形

ではなかなか出ないかもしれませんが、例えば

「受益者が喜んで勉強していますよ」、「子ども

が勉強するようになりました」と、それは大事

な双葉だと思うのです。そうしたら、それを「こ

ういう短期間で成果があった。もう少し待てば

きっとこれが学力向上につながる」、その様に

言えばいいと思うのです。ですから、一足飛び

に目に見える点数の改善がないから教育は難し

いということは全然ないわけで、最終的な成果

に行く中間の成果がいろいろあるはずなのです。

それを上手に発掘していくことが大事なのだろ

うと思います。

また、吉田さんがおっしゃったことはそのと

おりで、私は総合化が大事だと言っているので

は決してなく、成果が大事で、成果を上げるた

めに必然的に総合化になるだろうと言っている

のです。総合化しなくても成果が上がるという

のであれば、それはそれで結構なのだろうと思

います。そういった点で議論をしていけば、確

かにこのまとめもわかりやすいのではないかと

思います。

それから、「地域拠点型」というお話があり

ましたが、これは総合化と関係していると思い

ます。総合化をしますと、どうしてもプロジェ

クトが複雑になります。そうしますと、広い地

域でそれを実施することはなかなか難しい。例

えば、就学率の改善といっても、考えればわか

ることですが、学校をポツポツとあちらこちら

に１校ずつ建てて、就学率がどう改善したかと

いうことをマクロ指標で見ても何も出てきませ

ん。地域をある程度限定して、そこに総合的な

ことをやらない限りマクロ指標で示すことは不

可能だと思います。もちろん、途上国側の政治

的な事情でそれがなかなかできなくて、「そう

いった良いプロジェクトであればいろいろな所
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でやってくれ」ということに大体なるのです。

それでは成果がなかなか出ないということです

ので、ある程度地域を限定して、そこで確実に

成果を上げて、確実に成果が上がってから展開

をする、これが基本的なやり方なのではないか

なと思います。

比較優位性のお話がありました。比較優位と

いうことであれば、先ほどの廣田課長の話では

ありませんが、比較劣位というのもあるはずで

す。私は、成果が上がるために何をすればいい

かということが大事だと先ほど申しました。そ

うすると、あれをしなければいけない、これを

しなければいけないというリスト、やらなけれ

ばいけないことのプロジェクト・コンポーネン

ト・リストが上がってくるはずです。上がった

プロジェクト・コンポーネント・リストの中に

日本の得意なものもあれば不得手なものもある。

あるいは、これまで経験のあったものもあれば

経験のないものも当然出てくるわけです。

そのときに、これは日本が比較優位で経験が

あるからやる、これはやったことがないからや

らない、ということになれば、全体としては成

果を上げるという面では具合が悪いと思います。

長期的には、人材を養成して全部を日本ができ

るようになるのがいちばんいいと思います。し

かし、今はそれができないということであれば、

例えば先ほど午前中にお話のありました２つの

開発調査は、全部を日本人が行っているわけで

はありません。足りない部分は外国の人を使っ

たり、現地の人を使ったりします。

そうやって、日本で十分できるところは日本

のインプットを使えばいいし、不可能なところ

はよそのインプットを使えばいい。そして、こ

こはどうしても日本のインプットでやりたいと

いうことであれば少し時間をかけて人材を養成

していく。そういうことでいいのではないかな

と思っています。今の問題は、日本としてやり

やすいところだけをやるから全体として成果が

出ないということです。

桜井さんからは、教育のこのようなプロジェ

クトを他に広める方法はないか、というお話が

ありました。教育は難しいというお話がありま

したけれども、私の立場からすれば、教育プロ

ジェクトは非常にやりやすい。先ほどから言っ

ていますように、私は成果重視主義者です。成

果が出るということが大事、アウトカムが出る

のが大事。基礎教育のアウトカムは何か、これ

は「量の拡大」であり「質の向上」です。

ところが、従来からの例えば職業訓練とか高

等教育は、訓練をした人が社会に出て働いて経

済発展に役に立たないと駄目なのです。それが

最終的なアウトカムなのです。基礎教育の場合

には、医療・保健と同じようにベーシック・ヒ

ューマン・ニーズですから、教育を受けた人、

質の高い人が増えればそれでいいのです。それ

は医療と同じです。ここに病人がいるとします。

「この病人を手当てして健康にする」、「健康に

して仕事がありますか」と。「いや、仕事はな

いかもしれない」、「では、病人のままにしてお

きましょう」と。こんなことは誰も言わないわ

けです。

基礎教育もまるっきり同じ理屈です。基礎教

育を受けるということはベーシック・ヒューマ

ン・ニーズです。その意味でいえば、アウトカ

ムというものがプロジェクトを行っている人だ

けの努力で比較的達成できます。職業訓練所を

つくって人材を養成し、最終的には経済発展し

てほしいのですが、経済発展というのは、他の

要因が多すぎます。それに比べると、基礎教育

は医療と同じようにプロジェクトを行っている

人の努力だけで、かなりアウトカムを達成しや

すい分野なのだろうと思います。

そういう中で、この基礎教育の新しい手法を

工夫していくことが、私は医療・保健等にすぐ
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に適用できると思いますし、アウトカムの達成

がなかなか難しいような他のプロジェクトにも

だんだんと応用ができるのではないかというこ

とで、是非この基礎教育の援助についてもっと

工夫をしていただいて、こういうものをテコに

全体として日本の援助の質的向上が図れればと

考えております。

黒黒黒黒田田田田：：：：教育にとって何が最も重要かという問い

かけや、成果が上がらなくてもやらなければい

けないのではないか、成果を重視してやるべき

ではないか、質的に見える成果と見えない成果

があるのではないかなど、論点が少しずつはっ

きりとしてきたように思います。私は「教育に

とって最も何が重要か」と問われたら「教育は

愛だ」と答えます。ここで笑っていただかない

とその後につながらないのですが、でも、本当

にそうだと思います。

教育という営みは人間形成の営みで、それは

例えば貧困撲滅とか経済成長というところに結

び付けられるものばかりでは当然ないわけです。

文化の伝承とか、人間が人間として生きていく

ための自己形成をしていくお手伝いをするとい

うことが、教育の目的にも当然入るわけです。

人的資源開発という言葉がありますけれども、

開発のコミュニティの方々はいつも人的資源開

発の中に教育が入ると思っていらっしゃると思

うのですが、教育の立場から見れば、教育の１

つの目的が人的資源開発なわけです。

そういう意味で、教育の成果を考えるときに

は非常に多様なものを相手にしなければいけな

いのではないかと思います。教育経済学で初め

てノーベル賞を取ったシカゴ大学のベッカーと

いう方が「人間の行動はすべて経済学的に解説

できる」と言ったのですが、これにはアメリカ

人であっても教育学者は反発を感じていたよう

です。私は教育経済学もチラッとかじってアメ

リカから帰ってきたわけですけれども、日本で

は「教育経済学」という言葉を使わないように

しています。

というのは、教育に携わる者がお金のことを

考えるなんてけしからん、という方が教育学部

の中に結構いらっしゃいます。そういう方々は

教育の成果をどのように測るかで、また全然違

った見方をする。成績ですら、日本は成績の非

常に良い国なのですが、教育学部の中で、どう

いうふうにすると成績はよくなるか、という研

究は多くないと理解しています。

アメリカでの途上国教育研究では、例えばど

のようなことに１ドル使うと何点伸びるかとい

う研究が多く存在します。それに基づいて「校

長研修をやりましょう」とか、「カリキュラム

をどのように組んでやりましょう」とか、そう

いったことを決めます。それを教育開発の中で

使っていくということを、例えば世界銀行的な

枠組みの中では行っているわけです。ですので、

まさに成果重視で行っているわけです。

日本は全く反対で、これは廣田課長にお伺い

するのがいちばんいいと思いますけれども、文

部科学省の中で教育経済学的な分析で政策がつ

くられているとは全然思えず、ある種、場当た

り的なように思います。でも、そこに見えるニ

ーズに対して対応してきて、日本はこれだけの

効率的なシステムをつくってきたわけです。日

本と、例えばアングロサクソン的な援助アプロ

ーチとでは非常に掛け離れた考え方があること

は事実だと思います。それが途上国のフィール

ドの中でぶつかり合うわけです。

そこで、例えば中山さんのようなご意見が出

てくると思うのですが、完全にアングロサクソ

ンに呑まれてたまるか、というところも当然あ

るわけです。私は世銀にも少し勤務したことが

ありますので、世銀的な成果主義に疑問は持ち

続けるべきかなと思っております。
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ただ、一方で、日本はあまりにもそういった

ことの考えなしに援助プロジェクトが形成され

ているわけです。例えば、レート・オブ・リタ

ーンは近ごろ世銀でもあまり使われませんが、

私はレート・オブ・リターン的な考え方を専門

家養成研修で講義したりすることがあります。

こんなものをやっても JICA の中で何の意味も

持たないことがわかっているにも関らず何でや

るのかいうと、この観点から見るとおかしなプ

ロジェクトが、JICA にいくらでもあるではな

いかと思うからです。

途上国にとって何が問題か。いちばん端的な

問題はリソースがないことです。援助というの

はそこにリソースを出しているわけです。それ

を考えるときに、当然、最低の費用で最大限の

効果を上げていくということを考えないでどう

するかと思うわけですが、現在のスキームに縛

られた援助には、そういった大きな枠組みが欠

落していると思います。

多分、牟田先生も教育は愛だと思っていらっ

しゃると思うのですが、こういったコンテクス

トの中では「成果、成果」と言っていかなけれ

ば、日本の援助は良くなっていかないというこ

とがはっきりしているものですから、その様に

言われているのだと思います。当然、こういっ

たことがわかった上で、今、成果ということを

議論しているのだと思います。

最後に、桜井さんがご質問になった教育セク

ターの取り組みを他のセクターにということに

ついてですが、私はスクールマッピングに携わ

って、スクールマッピングは、医療とか他のセ

クターに持っていっても十分通用する手法だと

思うようになりました。ある意味で、医療と保

健と教育というのは非常につながりのある分野

でありますので、一緒に行っていくほうがいい

なと思ってまいりました。これからは総合化と

いう、いろいろな理解の仕方があると思います

が、そういう意味では教育分野で例えばスクー

ルマッピング・マイクロプラニングで築いてき

たものを他のセクターに、特に保健は面白いと

思うのですが、やっていくことができると思っ

ております。

神神神神長長長長：：：：私の立場からすると、教育の評価で話さ

なければいけないと思いながらメモを書いてい

ました。学校教育の中で評価をどのように考え

るのかについては、いろいろな課題があります。

実は、私は国立教育政策研究所という教育課程

研究センターという所にも在籍しております。

そちらでは、幼稚園と小学校と中学校と高等学

校までの教科調査官が同じ組織の中にいまして、

今教育の評価を課題としています。教育の評価

をどうするのか、子どもたちの変容をどのよう

に捉えていくのかということで評価規準を作っ

たり、ペーパーテストを実施したりということ

に取り組み始めたという段階です。

今のお二人の先生の話の中にも教育の評価に

ついてのお考えがありました。教育の評価は、

１つの考え方では測れないものをたくさん含ん

でいると思います。多様な側面があるので、１

つの評価方法で測れません。特に、子どもの変

容を捉える、学力を捉えるといったときに簡単

なテストで測れるものもあれば測れないものも

あります。

各学校園で現在取り組んでいる、自己評価、

自己点検はそれぞれの枠組みのなかに、いくつ

かの評価項目を持っています。運営面に関する

もの、教育の内容に関するもの、教員の資質向

上に関するもの、いくつかの枠組みをつくり、

評価項目をつくりながら、今どういう状況にあ

るのかということを測る、そういった指標です。

子どもの学力に関しては、「見えるもの見え

ないもの」という表現がありましたけれども、

テストで測れる数量化可能なものもあればテス
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トでは測れないものもあります。それに対して

は評価規準を持って、子どもたちの成長、学力

を測っていくことが必要だろうと思います。た

だ、幼稚園教育は３歳からということで、就学

前教育は３歳からスタートしておりますが、３

歳の段階ではそれは非常に難しいことです。

評価規準を持ったとしても、一人一人が持つ

個性があり、その１年間でどれだけ飛躍・発達

してきたかということは、１つの規準の中で測

ると、その子の良さや可能性が消えてしまって、

折角伸びている部分が見えないものとなってし

まいます。同じ子どもの変容を捉えるといって

も、子どもの発達段階によってずいぶんと捉え

方が違います。教育課程実施状況調査も行って

いるのですが、その中でもペーパーテストで測

れるものと観察調査によって測れるものと分け

ながら、特に幼児期や、生活科を行っていると

ころは観察調査を非常に重視した評価の仕方を

工夫している段階です。

廣廣廣廣田田田田：：：：私も成果についてお話ししたいと思いま

す。10 年ほど前に、旧文部省のあるセクショ

ンで働いていたのですが、外国の政策などを見

ると「国家の産業競争力の強化のために教育が

大事」、「労働者の再教育も大事」ということで

いろいろやっているようでした。当時、10 年

前は、教育を経済発展の手段として考えるよう

なことはけしからんこととされていて、文科省

がやりたいと思っても口にすることすらできな

い社会状況でした。冷戦の前と後の世界は日本

もたいへん変わっていますが、当時はこんな牧

歌的なことだけでいいのかと思っていました。

いまは逆に世の中のほうが、もっと学力を上げ

ないと国際競争についていけない、文部省は何

をのんびり考えているんだというように、いつ

の間にか風向きが変わってしまいましたが、ど

ちらも大事なのだろうと思うのです。教育を単

にある種の数字、経済指標だけに還元するよう

なものではない考え方も、それはそれでものす

ごく大事なのだと思います。

黒田先生は先ほど「教育は愛だ」とおっしゃ

ったわけですが、私も世の中でいちばん大事な

ことは、人の心に灯を点すようなことなのでは

ないかなと思っています。一方で、給料が上が

るとうれしいと思ったりするわけですが。どな

たかからのご発言で目に見えない成果を測って

いくことが大事だというお話がありましたが、

そのとおりだと思います。

教育ではないのですが、タンザニアの地域開

発のプロジェクトで、大学に地域開発センター

をつくって活動するというプロジェクトを、京

都大学の先生方に行っていただいているのです

が、初めは何を行っているのかよくわかりませ

んでした。それで、「先生、わかりやすくいく

つかまとめていただけませんか」と言ってまと

めていただいたのですが、理念としては住民主

体の開発、在来性の尊重や地域の事情を考慮す

る、計画の見直しを途中で必ず行うということ

でした。それで「よくわかりました。いままで

の行政主導的なやり方にすべて逆らうというこ

とですね」ということで、まあ、言い方はとも

かくとして、大変素晴らしいプロジェクトで、

私も大好きなプロジェクトです。

そこのタンザニア側のカウンターパートに、

センターのヘッドでマテーさんという素晴らし

い教授がいらっしゃいまして、そういうプロジ

ェクトですから数字的に成果が出てこないので

はないかという問題があるのですが、「どうい

うふうにしたらいいのでしょうか」というお話

をしたら非常に印象深いお話がありました。貧

困には目に見える貧困と目に見えない貧困があ

るということです。言葉はよく思い出せないの

ですが、目に見えない貧困というのは無力感と

か孤独とか悲しみとか、そういった要素にも目
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を向けていかなければならないということで、

なるほど、とても大事なことだと思いました。

教育というのはそういう価値が大事なのですが、

技術協力プロジェクトで今までそういうことは

やっていないので、これからやりたいと思って

いるわけです。１億円を投入したから最終的に

GDP が 1.5 億円にならないといけないとか、

必ずしもそういう論理だけではないだろうと思

うのです。

今は目に見えないから仕方がないという面が

かなりあるのですが、目に見えないこともこれ

からは評価していく、特に、今日お集まりの若

い方に是非そういったことを手がけていただく

ことをお願いしたいと思います。

また別の話になりますが、以前旧科学技術庁

におりました際に、ちょうど世紀の変わり目だ

ったものですから、20 世紀の科学技術と社会

のあり方を振り返って今後の 21 世紀のあり方

を考えるという、政策検討会をつくりました。

そうすると、当然、科学技術に対する反省がい

ろいろ出てきます。何が申し上げたいかといい

ますと、20 世紀の科学技術、DDT の撒布、レ

イチェル・カーソンが『沈黙の春』で告発した

ようなこと。あるいは、「緑の革命」で高収量

の単一作物を導入したけれども、科学肥料の投

入で地味が収奪されたり、塩が上がってきた、

あるいは農民は高価な種を買わなければならな

くなったとか、地球温暖化が進むとか、いろい

ろと科学技術の反省があるわけです。

そういう中で、要素還元主義的な手法だけで

はなくて、これからは学問の統合、自然につい

ての有機的な連関みたいなものにもう一度目を

向けることが必要なのではないかとか、そうい

う方面でいろいろと新しい研究が出てきていま

す。教育の目に見えない成果というのも同じよ

うな面があるのではないかという予感みたいな

ものがしています。今は科学技術の自然に対す

る働きかけというのは非常にいろいろなことを

考えなければいけない、ということで新しく

様々な研究が発展してきているわけですが、そ

の前は DDT を撒けば収量が増加して万万歳と

いうように、非常に単純な発展論理のようなこ

とだったと思うのです。

外なる自然、地球環境、自然環境については

今そういう反省が芽生えてきています。おそら

く、見えない成果というのは内なる自然と申し

ますか、人間の心あるいは人間がつくり出す社

会、そういったものについての研究が今後すご

く大事なのではないでしょうか。まだまだそれ

は手が着けられていなくて、その成果を測るこ

とはとても大事なことで、是非やらなければい

けないことだと思います。

たぶん、今の物差しはまだ半分しか出来てい

なくて、それで測ることも大事ですが、物差し

は両方なければいけないように思います。これ

は、先生方に是非お願いしたいこととして、そ

ういった目に見えないものを測るような定性的

な物差しをこれから一生懸命作っていっていた

だきたいです。今の発展途上にある物差しだけ

で全てを測ろうとするのは、非常に荒々しい、

場合によっては乱暴ともとられかねないような

面があるように思います。もちろん、だからと

いって、今は何もやらないということではなく

て、暫定的に発展しつつあるものとして行って

いくということです。いろいろと話が飛んでし

まいましたが、そういうことが大事なのではな

いかと思います。

萱萱萱萱島島島島：：：：教育の持つ多様な側面について参加者、

パネリスト双方から発言がありました。「教育

とは何か」、「教育は愛だ」というような発言も

あり議論は盛り上がってきているところです。

これだけは皆で共有しておくべき視点あるいは

論点がありましたら、あと一人か二人の参加者
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の方からご発言していただきたいと思います。

参参参参加加加加者者者者：：：：牟田先生にお伺いすることになるの

だろうと思います。ベーシック・ヒューマン・

ニーズだから、その成果がどういう社会構造に

インパクトを与えるかは無視してもよい、とい

うように牟田先生がお考えになっているとは思

わないのですが、例えば乳児死亡率を劇的に減

少させれば学校に進学する子どもの数が増えま

すし、また、中学校への進学が増えれば高等学

校あるいはその先と続きます。多分、その先は

就職の問題、場合によっては社会不安が起こる

というように、決してそのアウトカムは単純で

はないだろうと思います。お尋ねしたいのは、

基礎教育もしくはベーシック・ヒューマン・ニ

ーズを満たすスピードと社会開発全体のスピー

ドを合わせるべきかどうかという点です。

萱萱萱萱島島島島：：：：他にご発言はありますか。では、今のご

質問を最後のご質問とさせていただきます。

牟牟牟牟田田田田：：：：良い質問をありがとうございます。私は

話を少し単純化して申し上げましたので誤解が

あったかと思います。私の話の最初の方で申し

上げましたように、基礎教育の最終の目的が「量

の拡大」であり「質の向上」だというわけでは

なくて、その先には貧困の減少とか社会経済の

発展があるのが当然だと思います。ただ、私が

申し上げたかったのは、ベーシック・ヒューマ

ン・ニーズということで質の拡大あるいは向上、

量の拡大、そういうものの重みがかなり大きい

ということです。

社会経済発展とのバランスというところ、こ

れはなかなか難しいことだと思います。例えば、

社会経済の発展段階が非常に低いところで、無

理やりに基礎教育を 100％に拡大するというこ

とで本当に維持ができるか、という問題が当然

あると思います。

すべての資源を全部教育にかけるわけにはい

かないわけですから、必然的には、社会経済発

展と、基礎教育といえどもその発展にはバラン

スが必要だと思います。そうは言っても、基礎

教育が、健康から社会経済に至る様々な発展の

大きな基礎になっていることを考えれば、多少

なりとも社会経済の発展よりは先行してあるべ

きだという考えは持っております。

ただ、極端に社会経済レベルの低いところで、

急速に義務教育をしなければいけないか、他の

ものを犠牲にしてもしなければいけないかと言

われれば、それはないと思います。しかし、い

ろいろなコンポーネントの中では、基礎教育の

優先順位は非常に高いのだろうと思っておりま

す。

萱萱萱萱島島島島：：：：ありがとうございました。フロアからも

非常に積極的なご意見をいただくことができま

した。特に教育そのものについてどう考えてい

くのか、教育と開発の関係、教育と子供の関係

といったものを個々のプロジェクトの中でどの

ようにとらえ扱っていくべきなのかということ

は、途上国援助の仕事の話でもあり、かつ、同

時にわれわれ個人の問題でもあり、自分の周り

の子どもたちの問題でもあるということで、私

自身も大変示唆深く、深く受けとめることがで

きました。

本日は、午前中に３人の方の発表を、午後は

４人のパネリストを迎えてのパネルディスカッ

ションを行いました。たくさんの話がなされま

したので、参加者の方は一人一人が違った視点

で何らかの情報を得ていただくなり、感じると

ころがあったものと思います。それはそういう

形で是非持って帰っていただければと思います

が、最後にここで午前と午後をとおしての簡単

なまとめをさせていただきたいと思います。
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１点目は、先ほどのご指摘にもありました「総

合化」です。確かに、「総合化」という言葉は

漠然としていて、人によって受けとめ方も意味

するところも違ったかもしれません。ただ、こ

のシンポジウムの企画の意図は、教育セクター

をセクター全体として、もしくはその社会の中

で捉えていく必要があるということを訴えるこ

とでした。特に、基礎教育開発は面的な広がり

を有し、教師や教科書、教育施設、教育予算、

教育行政、社会環境などの多くの要素から成り

立っています。そして、面的な広がりだけでは

なく、それが中央政府から地域社会まで重層的

な構造を持っており、かつ、ステークホールダ

ーも非常に幅広くいろいろな人たち関わってい

ます。そういう意味では、基礎教育開発にあた

ってはセクター全体を見ていかなければいけな

い。これは非常に当たり前のことなのですが、

JICA の中で事業をしてきての反省点として非

常にそれを強く感じて、今 JICA は事業のやり

方を変えてきています。統合化には、例えばド

ナー協調が必要だとか、学校と県の両方にアプ

ローチするとか、パイロットプロジェクト的に

アプローチをするとか、いろいろな考え方やや

り方がありますので、そこからの議論はまたい

ろいろに発展していく訳ですが、少なくとも、

もっと複合的な幅広い視野で見ていかなければ

いけなかったという JICA の反省がありました。

上流で計画を立てる、上流できちんと全体を把

握する、それがまず第１点です。

２点目は、これは特に午前中にでた点ですが、

基礎教育開発にあたっては地域社会にアプロー

チしていく必要があるという点です。実は、こ

れは JICA の中では比較的新しい取り組みです。

日本の援助は技術移転による人づくりを長い間

唱えて行ってきました。しかしながら、技術を

移転することだけで本当によかったのかという

のが基礎教育開発を実施する中で私たちが感じ

てきた反省点です。例えば、豊間根氏のお話に

もありましたように、やる気も能力も地域社会

の中にあるのではないか、それを何かの触媒で

もって揺り動かすことが必要なのではないか、

日本側は黒子になり現地の人たちがオーナーシ

ップをもって主体的に活動するのを手助けする

ことが重要なのではないか、そしてこのために

は今までの技術移転のスタイルとは違うアプロ

ーチが求められるのではないかというのが、特

に教育分野の開発調査に取り組む中で見えてき

た点です。これは今までの日本の援助の中では

新しい部分だと思います。ＪＩＣＡはオーナー

シップという言葉を 1990 年ごろから盛んに用

いてきましたが、実際にどうやって現実のプロ

ジェクトの中で展開するかについては必ずしも

十分な経験を持っていなかったというのが私自

身の個人的な印象でもあります。それが、地域

社会に直接アプローチする教育開発調査のなか

で実践できたのではないかと思います。

３点目には、基礎教育開発についての知恵や

経験を着実に積み重ねていくことが重要である

点にふれたいと思います。本日の議論の中でも、

事業スキームの制約を外していく必要性があげ

られました。その通りだと思います。ですが、

スキームというのはルールの話ですからそうい

うルールを設定しなければスキームの制約はな

くなるわけです。私が日本の援助機関の中で仕

事をしてきて思うのは、スキームの制約がなく

なるためには実施主体である JICA にきちっと

した専門性や専門的な蓄積が必要だということ

です。スキームの制約を外していくということ

は、最も必要なニーズを把握しニーズに応える

ような事業を展開していくための知恵や知見、

何が本当のニーズでそのニーズを満たすために

は何をしなければいけないかについての知恵や

知見がなければできないというのが、JICA の

中で教育協力に携わっている者たちの実感です。
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そのための努力を今非常に苦しみながら続けて

おります。

JICA では国別アプローチが若干先行して始

まりましたが、今開発セクター別のアプローチ

について取り組み始めています。JICA は基礎

教育をどのように考えていくかというようなと

ころから始めて、どういう課題に対してどうい

う様な方法をとれば、どの様な結果が期待され

るのかについての、きちっとした知恵を身につ

けたいと考えています。お手元に「開発課題に

対する効果的アプローチ〈基礎教育分野〉」と

いう報告書をお配りしてあると思います。これ

は１年ほど前に JICA が作ったものですが、基

礎教育開発にはどのような取り組みが必要かと

いうことを、大きな目標からプロジェクト・レ

ベルのものまでピラミッド型にリストアップし

たものです。基礎教育開発の最も重要なアジェ

ンダとして、先ほど出ました量的な拡充なり質

的な改善なり格差の是正、さらには就学前教育

やマネジメントやファイナンスに対する支援と

いったものをあげています。その中で、個々の

プロジェクトが一体どこに位置づけられて何を

目標としているのかを明確にする、基礎教育セ

クターの中で分析的に把握する、このことが本

日のテーマでもあります「総合化」の第一歩で

はないかと思います。また、本日の議論の中で

も評価の話が多くでましたが、この「開発課題

に対する効果的アプローチ〈基礎教育分野〉」

には指標も盛り込んでおります。様々なレベル

での目標設定を、例えばどのような指標を使っ

てやればいいかということの参考に付けたもの

です。 この報告書は JICA の職員と専門員の

手作りなのですが、いろいろなドナーや国際社

会が教育開発について述べていることを大いに

参考にして作成しました。報告書を作成したグ

ループの人間としてはこれを作りながら、JICA

の基礎教育分野の専門的な蓄積について忸怩た

る思いがありました。話が少しそれてしまいま

したが、この報告書について広告したかったと

いうよりは、私自身、20 年間 JICA で仕事をし

てきて、JICA 自身が知恵や経験を積み重ねる

必要性をいちばん重く感じているという点をお

伝えしたかったものです。

しかしながら、JICA が知恵を蓄積していく

には JICA だけではできません。大学の先生方

や NGO や学生の方々、ひいて言えば日本全体

の開発関係者の屋台骨の上に、もしくはその後

ろか中に JICA はあるものだと思いますので、

互いに協力し切磋琢磨して実力を高めていく必

要があります。そうやって、基礎教育協力につ

いての実力を日本全体でつけつつ、ドナー協調

の場でも日本のプレゼンスを高め、また個々の

REDIP とかマラウイスクールマッピングとい

ったプロジェクトで実際に成果が上がったとい

う知恵を蓄積して、そういうものを外部に発信

する努力を積み重ねるといったことの地道な繰

り返しによって、身となり血となっていくもの

かなと思います。

いろいろな視点を今回皆さんと共有できたこ

とを、パネルディスカッションの司会をした者

といたしましてもありがたく思っております。

どうもありがとうございました。

司司司司会会会会：：：：最後に、閉会に当たりまして当事業団アジア

第一部部長の佐藤から、今後のJICAの取り組みな

どについて報告していただきます。
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８８８８．．．． 総総総総 括括括括「「「「今今今今後後後後のののの JJJJIIIICCCCAAAA のののの取取取取りりりり組組組組みみみみににににつつつついいいいてててて」」」」

国国国国際際際際協協協協力力力力事事事事業業業業団団団団 アアアアジジジジアアアア第第第第一一一一部部部部部部部部長長長長

佐佐佐佐藤藤藤藤 幹幹幹幹治治治治

私は 12 月末まで JICA の社会開発協力部長

を務めておりましたが、１月からアジア第一部

へ異動となりました。これまで「教育」チーム

と一緒に仕事をさせていただきましたので、総

括というよりはお礼のご挨拶を申し述べたいと

思います。本日は、新春早々でありますが、多

数の皆さんに長時間にわたりまして、私どもの

この「基礎教育シンポジウム」にご参加いただ

き誠にありがとうございました。

午前の部では、基調講演に続きまして、実際

に JICA の教育セクターの開発調査を担当して

いただきました代表的なコンサルタントのお２

人の方より、インドネシアとマラウイのプロジ

ェクトの事例を非常にわかりやすく紹介してい

ただきました。プロジェクトを進める過程で得

られた有益な教訓につきましてもお話をいただ

きました。

午後の部では非常に熱心なパネルディスカッ

ションをしていただきました。会場の皆様方か

らも大変良いご意見を賜りました。パネリスト

の皆様方からは、JICA に対する非常に率直な

ご意見やご提案をいただき、深く感謝申し上げ

ます。これまでに JICA の事業に直接的にご協

力をいただいた方々ばかりでありまして、その

ご意見、ご提案は非常に示唆に富むものであり、

今後、私どもは JICA の事業にできるだけ反映

させていきたいと思います。

会場の皆様方も、本日のシンポジウムを通じ

まして、JICA が基礎教育分野において従来の

スキームにとらわれない形で成果を上げるため、

援助の総合化に向けて様々な新しいチャレンジ

をしているということを、お分かりいただけた

かと思います。その中でも一部が確実に実を結

び始めているということもご理解いただけたと

思います。

教育分野、特に基礎教育分野というのは、現

在の我が国の途上国援助の中でも最重点分野の

１つとされております。JICA は組織的にも、

この分野の協力をより体系的に実施していく方

向でいろいろな取り組みを進めております。

具体的には、本日のシンポジウムを主催しま

した「教育」チームです。JICA の中ではスキ

ームごとで教育案件の担当部署が異なっている

ということで、いろいろな不都合が生じること

があるわけです。そういったものをいかに乗り

越えるか、蓄積された知識やノウハウを一元的

に蓄積することもなかなか難しかったわけです

が、これを今後はきちんとしていくため昨年の

１月より始まったものであります。試行的では

ありますけれども、非常に地道な活動をしてい

ただいておりまして、基礎教育協力のガイドラ

インの策定などの作業も現在行っております。

この「教育」チームは、JICA の教育協力に関

する一元的な窓口機能を果たしていくことが十

分期待されているわけです。

ご存知のように、JICA は本年 10 月１日をも

ちまして、新しい独立行政法人「国際協力機構」

になることが既に正式に決定されています。独

立行政法人になりますと、私ども JICA は成果

重視、情報公開、企業会計原則の徹底など、新

しいものを取り入れ、皆様の期待に応えるよう

進めていかなければならないと十分認識してお
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ります。これから 10 月１日まで、見直しを行

う必要がある仕事が残っております。例えば、

従来の事業のあり方や組織全体のあり方につい

て抜本的に見直しております。本日のお話の中

に出てきましたように、成果を上げるための援

助の総合化を図るため、教育セクターという形

で取り組むには組織の見直しが当然必要になっ

てくると思います。部署の名前も「教育課」あ

るいは「教育開発協力部」などとして打ち出す

ことが、この協力を続けていくのに最も望まし

いということも認識しております。

本日、会場には多くの方に出席していただき

ました。大学生の方、大学の関係者の方、NGO

の方、マスコミ関係の方、コンサルタントの方、

非常に熱心に聞いていただきました。私どもは、

今後この JICA の事業を進めていく中で、日本

の ODA の質を高めてまいりたいと思います。

特に、援助は予算も非常に厳しいし、成果を上

げているのかという国民の厳しい声もあります。

こういった声にきちんと応えていくためには、

会場におられるJBICの方、大学の関係者、NGO

の方、コンサルタントの方々と益々連携をとっ

て協力を進めていくことが大事だと考えており

ます。

文部科学省でも教育分野の国際協力を積極的

に進めるために、個別対応から組織的な対応に

移していくことを検討していただいております。

まもなく国立大学も非公務員型の独立行政法人

化がなされると聞いております。そうなります

と、欧米諸国が行っておりますように、ODA

が大学やコンサルタントと非常にいい連携を図

りながら協力を進められるようになってくると

思います。

JICA の中では既に、事業も従来のように直

営型ばかりではなくて、プロジェクトそのもの

を民間に全面委託するものもあります。これか

らはこういったタイプの事業がどんどんできる

ようになってきますので、これまで以上に連携

をとることが可能になると思います。その意味

でも、協力・協調が非常に大事だと認識してお

ります。是非、今後とも皆様のご支援とご協力

を得ながら、JICA はより良い事業を続けてま

いりたいと考えております。本日は誠にありが

とうございました。

司司司司会会会会：これで本日のシンポジウムを終了させて

いただきます。本日は大変長時間にわたりご参

加いただきましてどうもありがとうございまし

た。
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